
 

横浜市歯科口腔保健 令和３年度から令和４年度の取組（案）について 

 

１ 趣旨 

  歯科口腔保健推進検討部会において、本市の歯科口腔保健を推進していくための検討を

行い、「横浜市歯科口腔保健 令和３年度から令和４年度の取組」（案）としてまとめまし

たので、報告します。 

 

２ 令和２年度歯科口腔保健推進検討部会の開催内容 

日程 議題内容等 

第１回 ９月 14 日 
各ライフステージや対象像の歯科口腔保健に関する現状と課題、

取組の方向性及び関係者の役割について検討を行いました。 

第２回 １月 18 日 
令和３年度から令和４年度の取組（案）に対する関係団体からの

意見及びその対応案について検討を行いました。 

 

３ 関係団体等へのヒアリングについて 

歯科口腔保健に関する現状、課題や取組の方向性、関係者の役割について、各機関・ 

団体にヒアリングを実施しました。 

(1) ヒアリング実施機関・団体（11 月～12 月上旬に実施） 

   医師会、歯科医師会、薬剤師会、食生活等改善推進員会、保健活動推進員会、私立 

保育園園長会、幼稚園協会、養護教諭研究会、老人クラブ連合会、身体障害者団体連合会、

精神障害者家族連合会、心身障害児者を守る会、ケアプラザ所長会 

(2) 関係団体からの御意見について（資料１－２） 

   全体として、賛同の御意見を多数いただき、新規にコラムを挿入するなど取組案への

反映を行いました。要望の御意見としては、障害児・者に対する情報提供の充実に関す

るものが多く寄せられました。 

 

４ 横浜市歯科口腔保健 令和３年度から令和４年度の取組（案）について 

  資料１－３及び１－４（概要版）のとおり 

 

５ 今後のスケジュール 

・「令和３年度から令和４年度の取組」の公表及び冊子の配布 

・関係機関・団体と連携した歯科口腔保健の取組推進 

 ・歯科口腔保健推進計画と第３期健康横浜２１（令和５年度～）の一体的な策定 
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番号 団体の属性 取組に対する 意見箇所 意見の内容 意見への対応方針 関係課

1 保育・教育関係 乳幼児期

乳幼児健診の機会に歯科保健指導を行う取組は非常に有
効な手段であり、保健指導の為の「共通媒体」を作成する事
は保健指導の質の向上に役立つ素晴らしい取組である。
新型コロナウイルス感染症の流行により例年以上に取組が
難しいが、保育園でも可能な範囲で歯科保健向上を目標に
日々関わりたい。

ご意見として承ります。
こども青少年局こども家庭課
こども青少年局保育・教育人材課

2 保育・教育関係 乳幼児期（具体的な取組）
保育園における歯科検診が2回になったが、2回分の費用と
も運営費から出している。歯科健診の費用を負担してほし
い。

公定価格に２回分の費用が含まれております。 こども青少年局保育・教育人材課

3 福祉施設
乳幼児期
学齢期

乳幼児期及び学齢期における身体的暴力とネグレクトがあ
る場合、口腔内の怪我や不衛生、う歯の発生が顕著に表れ
ることがある。
口腔保健の向上と併せて、児童虐待早期発見の契機となり
うることについて、取組に加えてほしい。

ご意見ありがとうございます。「養育環境の把握」を
行うことを取組の冊子の本文に追加しました。（P10）
歯科検診などが児童虐待の早期発見の契機になりう
ることについては、児童虐待対策のコラムを掲載しま
した。（P13）

こども青少年局こども家庭課

4 保育・教育関係 学齢期
１人平均むし歯数が国の目標を達成していることについて
は、各家庭の努力もあってのことだと思う。学校においても
健康教育をきちんとやっていくための施策を考えて欲しい。

本市作成の横浜版歯科保健教育資料『学校におけ
る歯科保健教育の進め方』に、歯・口の健康づくりの
進め方、指導計画、歯科保健教育に必要な資料を掲
載しています。今後も横浜市学校保健会と横浜市歯
科医師会で行っている歯科衛生士の派遣事業も十
分に活用しながら、各校の歯科保健の充実に向け
て、歯科保健教育へ取り組んでまいります。

教育委員会事務局健康教育課

5 保育・教育関係 学齢期（関係者の役割）

歯科医療等関係者の役割に、「フッ化物洗口、フッ化物歯面
塗布などを実施し～」とあるが、集団教育や学校現場では
子どもの口の中に薬物入ることについて慎重になっている。
歯みがき指導や食生活の改善を中心に考えてほしい。

市立学校における歯科保健教育については、本市作
成の横浜版歯科保健教育資料『学校における歯科
保健教育の進め方』に掲載されている校種別のねら
いに基づいた「歯・口の健康に関する内容」「食生活
に関する内容」「歯口清掃に関する内容」を推進して
いきます。今後も横浜市歯科医師会と連携し、歯み
がき指導や食生活の改善について検討していきま
す。

教育委員会事務局健康教育課

6 保育・教育関係 学齢期（関係者の役割）
横浜市は歯科医師会にもご協力いただき、歯科巡回指導を
しっかり行っている。学校歯科医の先生方もとても熱心に関
わってくださっている。

横浜市歯科医師会と連携し、引き続き学校の歯科保
健を推進していきます。

教育委員会事務局健康教育課

7 福祉施設 成人期

①計画実行により市の医療費がこのくらい削減される見込
みであるなどが分かるとより意識が高まるのではないか。
②定期検診の実効性を高めるために、費用援助等も有効で
はないかと感じる。

①歯科口腔保健の推進は医療費の削減を目的とす
るものではありませんが、医療費への影響について
は、今後の検討事項とします。
②現在、歯周病検診は1回500円の自己負担があり
ます。定期健診の費用援助については他都市の状
況も把握し、有効性について今後の検討事項としま
す。

健康福祉局保健事業課

8 地域活動団体
成人期（取組の方向性）
高齢期（取組の方向性）

成人・高齢期以降の取組に重点と書かれている項目がある
が、そこの取組が遅れているという事か。

説明の場で、今後、重点的に進めていく取組として記
載している旨説明済みです。

健康福祉局保健事業課

9 福祉施設
成人期
高齢期

介護予防事業として、口腔講座を企画・開催しているが「口
腔」への地域高齢者の関心は低いように感じている。健康
意識が高い方は参加するが、本当に聞いてもらいたい方々
には届かない。
①地域住民に興味・関心を持ってもらえるような取組みの必
要性を感じる。
②高齢者はもちろんだが、早い段階（中年層）から介護予防
の普及が必要。
③健康教室等は企業と連携し、職場で実施されればより効
果的な普及が図れるのでは。

①興味・関心を持っていただけるような啓発方法を検
討してまいります。
②③早い段階からの啓発が必要であるため、成人期
においては、糖尿病等の疾病の重症化予防や健康
経営の取組の中で啓発を行います。

健康福祉局保健事業課
健康福祉局地域包括ケア推進課

10 福祉施設
成人期
高齢期

歯科口腔保健の推進は健康増進、介護予防の観点からも
大変重要。昨年度の歯科の受診延べ日数も伸び、医療費も
増えている。
①歯周病と生活習慣病との関連については明らかになって
おり、成人であれば健診や特定保健指導等の機会を活用
し、口腔ケアの重要性を伝えていくことは良いことだと思う。
②高齢者や要介護者、その支援者への普及啓発に、包括
支援センターの職員も地域包括ケアシステムの一環として、
支援していきたい。

①ご意見ありがとうございます。引き続き生活習慣病
対策などと連携して啓発を進めます。
②地域包括ケアシステムの取組に係る関係機関・団
体など地域資源を活かしたフレイル予防の取組につ
いて検討し、地域に応じて、フレイル予防、ロコモ予
防、口腔機能の向上、栄養改善、認知症予防、閉じ
こもり予防等の効果的な普及啓発を地域ケアプラザ
等と連携して実施していきます。

健康福祉局保健事業課
健康福祉局地域包括ケア推進課

11 医療関係 高齢期

オーラルフレイルや咀嚼・嚥下機能の低下による誤嚥性肺
炎等の予防に関して薬剤師が関わることで、これらの予防
や市民への啓発事業にも繋がると思う。
「高齢期」の取組として、薬剤の中には、嚥下機能を低下さ
せてしまう薬剤があること等を理解し、歯科口腔保健に関す
る正しい知識を持つことを加えてはどうか。

ご意見については、取組冊子の関係者の役割に含ま
れています。なお、個別具体的な内容についてはご
意見として承ります。

健康福祉局保健事業課

12 地域活動団体 高齢期

８０代になり自分の歯を失い、歯周病予防の大切さを痛感し
ている。
①むし歯・歯周病予防の取組では、自己責任のとれる成人
期の対策を強化することが必要。
②成人期の課題にある「予防する取組の担い手となる人材
の育成」は具体的にどんな取組か。

①早い段階からの啓発が必要であるため、成人期に
おいては、糖尿病等の疾病の重症化予防や健康経
営の取組の中で啓発を行います。
②保健活動推進員など地域で普及啓発の活動に取
り組む団体に研修をおこなうなど地域人材の育成を
進めます。

健康福祉局保健事業課

13 医療関係 要介護高齢者

居宅の要介護者を訪問する中で、口腔状態のよくない状態
の方がいるが、そのような状況をフィードバックして対応でき
るよう、歯科医師会と連携するマニュアルなどがあると良
い。

今後の参考として承ります。 医療局がん・疾病対策課

「横浜市歯科口腔保健令和３年度から令和４年度の取組（案）」に対する関係団体からの御意見
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14 障害関係
高齢期

障害児及び障害者

高齢の障害者には口腔に問題があるものも多い。高齢者は
情報を取るのが難しいので、例えば相談を受けてくれるコー
ルセンターの電話番号を載せるなど、高齢者にもわかりや
すいＰＲをしてもらえるとありがたい。

意見の趣旨は取組冊子の取組の方向性（情報発信）
に含まれています。（コールセンターについては）今
後の参考として承ります。

医療局がん・疾病対策課
健康福祉局障害施策推進課

15 障害関係 障害児及び障害者 障害者の歯の問題はどこに相談すれば良いか。

・お住まいの区役所福祉保健課にご相談をお願いし
ます。（保健事業課）
・横浜市歯科保健医療センターの歯科医療連携室で
は障害児・者の歯科診療、訪問診療等に関する相
談・問い合わせを受け付けています。引き続き周知
に努めてまいります。(障害施策推進課）

健康福祉局保健事業課
健康福祉局障害施策推進課
医療局がん・疾病対策課

16 障害関係 障害児及び障害者
障害者を見てくれる医療機関は少ない。障害の特性によっ
て対応ができないと断られるケースもあった。

・ご意見の趣旨は取組の冊子、関係者の役割に記載
しており、今後の参考として承ります。(障害施策推進
課）
・協力医療機関に関連した研修の拡充を横浜市歯科
医師会と進めていく中で、ホームページ上で掲載する
協力医療機関の情報内容の充実を予定しています。
（がん・疾病対策課）
・このような取り組みと連携して情報提供に取り組み
ます。（保健事業課）

医療局がん・疾病対策課
健康福祉局障害施策推進課

17 障害関係 P.36障害児及び障害者

区役所で協力医療機関の名簿は見せてもらえないか。どん
な障害なら受診可能なのかなど、障害特性に応じた対応の
可否がわかると探しやすい。２階以上の場所にあると車い
すが入れない場合もある。

・意見の趣旨は取組の冊子、取組の方向性に含まれ
ていると認識しており、今後の参考として承ります。
(障害施策推進課））
・協力医療機関に関連した研修の拡充を横浜市歯科
医師会と進めていく中で、ホームページ上で掲載する
協力医療機関の情報内容の充実を予定しています。
（がん・疾病対策課）
・このような取り組みと連携して情報提供に取り組み
ます。（保健事業課）

医療局がん・疾病対策課
健康福祉局障害施策推進課

18 障害関係 障害児及び障害者
どんな障害者施設に往診しているかなど、歯科医師のプロ
フィールがあれば選ぶ際の目安になると思う。

・意見の趣旨は取組の冊子、取組の方向性に含まれ
ていると認識しており、今後の参考として承ります。
(障害施策推進課））
・協力医療機関に関連した研修の拡充を横浜市歯科
医師会と進めていく中で、ホームページ上で掲載する
協力医療機関の情報内容の充実を予定しています。
（がん・疾病対策課）
・このような取り組みと連携して情報提供に取り組み
ます。（保健事業課）

医療局がん・疾病対策課
健康福祉局障害施策推進課

19 障害関係
要介護高齢者

障害児及び障害者

以前入居していた施設では誤嚥性肺炎で入退院を繰り返し
ていた父が、口腔ケアに力を入れている別の老人ホームに
入居してから、気になっていた口臭も気にならなくなり、１年
半の入居期間中に誤嚥性肺炎での入院もなかった。その経
験からも歯科口腔保健がとても大事だと思う。

・ご意見ありがとうございます。（高齢施設課）
・意見の趣旨は賛同と捉えられることから、ご意見と
して承ります。（障害施策推進課）
・施設での口腔ケアの重要性について周知に努めま
す。（保健事業課）

健康福祉局障害施策推進課
健康福祉局介護事業指導課
健康福祉局高齢施設課

20 障害関係 障害児及び障害者
精神障害の特性のひとつのこだわりがあり、少しのことで歯
科医院に頻回に受診している。親としては費用面が大変な
ので、公的補助も考えて欲しい。

医療費助成の拡大については、厳しい財政状況の
中、現時点でただちに実施することは困難な状況で
すが、今後の取組の参考とさせていただきます。

健康福祉局医療援助課

21 障害関係 障害児及び障害者

障害がある場合、歯科医院に通院出来ないことも多いが、
訪問歯科診療や訪問口腔衛生指導等の制度がある事を知
らない。区でも聞かなければ教えてもらえない。
このような情報が必要な人にすぐに伝わるような仕組みを考
えて欲しい。

・ご意見の趣旨は取組の冊子、取組の方向性に含ま
れていると認識しており、今後の参考として承りま
す。（障害施策推進課）
・ご利用いただける行政サービス情報が必要な方に
きちんと届くよう周知に努めます。（保健事業課）

健康福祉局障害施策推進課
健康福祉局保健事業課

22 障害関係 障害児及び障害者

200を超える歯科医療機関が１次医療機関として協力してい
るが、18区でどこが協力機関かホームページにアクセスしな
いと見られない状況。車いすが入れるかどうか、笑気ガスを
使っているかどうかなどもわかるようにして欲しい。

・ご意見の趣旨は取組の冊子、取組の方向性に含ま
れていると認識しており、今後の参考として承りま
す。（障害施策推進課）
・現在、横浜市歯科医師会がホームページ上で掲載
するために一次医療機関である協力医療機関の情
報を整理しています。その内容には、どのような診療
が対応可能か等の情報を掲載する予定としていま
す。（がん・疾病対策課）
・このような取り組みと連携して情報提供に取り組み
ます。（保健事業課）

医療局がん・疾病対策課
健康福祉局障害施策推進課

23 障害関係 障害児及び障害者
胃ろうの子の親の中には歯みがきに対する意識が低い方も
いる。歯みがきの大切さを消化器系の医師の先生にもぜひ
伝えてもらいたい。

ご意見の趣旨は取組の冊子、取組の方向性に含ま
れていると認識しており、今後の参考として承りま
す。

健康福祉局障害施策推進課

24 障害関係 障害児及び障害者

精神障害者の中には服薬の影響で唾液の分泌が悪く、意
欲の低下や体調悪化のために口腔ケアが十分に行えず
に、むし歯のある方が多くいる。症状により緊張しやすいう
え、障害年金のみで生活している方も多い。
①治療費の経済的負担も大きく、治療から遠ざかる一因に
もなっていると考える。
②区で行われている生活教室など、身近な所で検診が受け
られるのは良い。
③社会的資源につながらず、家庭で過ごす精神障害者も多
く、訪問診察等が増えることを願う。
これからも障害者へのきめ細やかな口腔衛生サービスを提
供して欲しい。

①医療費助成の拡大については、厳しい財政状況の
中、現時点でただちに実施することは困難な状況で
すが、今後の取組の参考にさせていただきます。（医
療援助課）
②ご意見ありがとうございます。引き続き効果的な歯
科教室の開催に努めてまいります。（保健事業課）
③一次医療機関である協力医療機関の体制を充実
させることで、身近なところで安心して受診ができる
環境を整備してまいります。（がん・疾病対策課）

医療局がん・疾病対策課
健康福祉局医療援助課
健康福祉局障害施策推進課

25 障害関係 障害児及び障害者

総合失調症の息子は、人に嫌われるという妄想があり、普
段は歯科医に行ったことがなかった。病状からか、歯みがき
もあまりしていなかった。
先日急に歯の痛みを訴え、通院することになったが、歯科医
師の先生や受付の方に、総合失調症の事を話したところ、
理解していただき、上手く治療していただいた。
歯科医の協力はとても助かった。

意見の趣旨は賛同と捉えられることから、ご意見とし
て承ります。

医療局がん・疾病対策課
健康福祉局障害施策推進課

26 地域活動団体 P.1策定にあたって（位置づけ）「健康横浜２１」の周知不足を感じる。
説明会場での質問。健康横浜２１の内容についてそ
の場で説明しました。

健康福祉局保健事業課

27 障害関係 P.1策定に当たって（位置づけ）
「健康横浜２１」というのはどのような計画か。

説明会場での質問。健康横浜２１の内容についてそ
の場で説明しました。

健康福祉局保健事業課

28 障害関係 P.8関係者の役割
団体として会員向けに歯科に関する研修会を開催したいと
希望があったらどこに相談をしたらよいか。

お住まいの区役所福祉保健課健康づくり係（歯科衛
生士）または健康福祉局保健事業課歯科保健担当
にご相談をお願いします。

健康福祉局保健事業課



29 福祉施設
P.43歯科口腔保健の観点

から推進する取組

全体的に乳幼児から高齢者まで幅広くテーマをカバーして
いて、コラムでは災害時の口腔ケアなど新しいテーマを取り
上げていてとてもよく取りまとめられているが、口腔がんの
記載が少ない。稀少がんゆえか、喫煙による影響のところに
記載されているだけだが、必ずしも喫煙者だけの問題では
ない。

口腔がんの原因はいろいろありますが、まずは、原
因として代表的な、喫煙による影響を啓発してまいり
ます。

医療局がん・疾病対策課
健康福祉局保健事業課

30 地域活動団体
P.45歯科口腔保健の観点

から推進する取組
災害時用の市の備蓄物品にマウスウォッシュの追加も検討
してほしい。

・災害時の市の備蓄は必要最低限の物資となりま
す。まずは、ご自身の非常持ち出しバッグなどに、歯
ブラシとともにご用意いただくことをおすすめします。

総務局地域防災課
健康福祉局保健事業課

31 医療関係
P.42歯科口腔保健の観点

から推進する取組

歯周病を放置しておくと、取組の目的である生涯、自分の歯
で生活することを達成することが難しくなってしまう。
歯周病の原因となる疾患で薬局を利用している市民は多い
と考える。薬局薬剤師と歯科医療機関が連携することによ
り、歯科受診率を高めるため、「薬局薬剤師との連携により
歯科受診率を高め、適切な口腔ケアを推進する。」（歯周病
の原因となる疾患で薬局を利用している市民に対して歯科
受診勧奨を行い、歯周病を未然に防ぐ。または早期治療に
繋げる。）ことを歯科口腔保健の観点から推進する取組に加
えてみてはどうか。

・歯周病と全身疾患との関係について、市民及び医
療従事者に向けて啓発していくとともに、団体同士の
協力関係が進むよう調整します。（がん・疾病対策
課）
・関係課とともに連携して取り組みます。（保健事業
課）

医療局がん・疾病対策課
健康福祉局保健事業課

32 福祉施設 概要版
障害児・者のカテゴリーについて、別枠にするのでは無く、
乳幼児期、学齢期等それぞれのライフステージ毎に入れた
方が良い。

ライフステージ、対象像のカテゴリーの表記について
修正しました。

健康福祉局保健事業課
健康福祉局障害施策推進課

33 障害関係 歯科口腔保健の推進
歯医者の歴史を知れる施設が関内駅の近くにあるが、横浜
市は歯科医療発祥の地ということを知って勉強になった。そ
うしたことをもっとPRしても良いのではないかと思った。

歯科医療発祥の地についてコラムとして掲載しまし
た。（P48）

健康福祉局保健事業課

34 障害関係 歯科口腔保健の推進
歯周病が認知症の原因になる等、好奇心から読みたくなる
ような内容を入れた方が良いのでは。

歯周病と認知症の直接的な関係については現時点
では、不明なことが多いため、今回は取組の冊子に
は記載しませんが、既に因果関係が明らかになって
いる糖尿病と歯周病の関係など、歯周病に関連する
疾病についてコラムに記載しました。（P43）

健康福祉局保健事業課

35 障害関係 歯科口腔保健の推進
歯科が全身の健康とどのように関わっているか、全体とのつ
ながりが見えると良い。

歯科と全身の健康のつながりについて取組の冊子で
紹介します。

健康福祉局保健事業課

36 地域活動団体 歯科口腔保健の推進
当団体では年１回、区役所高齢支援課の協力のもと、健康
保健講座を開催しており、口腔保健も取り上げている。今後
も積極的に取り組んでいく。

ご意見ありがとうございます。引き続き歯科口腔保健
の推進に御理解と御協力をお願いします。

健康福祉局保健事業課

37 地域活動団体 歯科口腔保健の推進

口腔の健康に食育という考えを取り入れている、ライフス
テージ毎の問題点が書かれまとめられているのが素晴らし
いと感じた。今後、地域での理解を進めるために講座等を開
催していく。

ご意見ありがとうございます。引き続き歯科口腔保健
の推進に御理解と御協力をお願いいたします。

健康福祉局保健事業課

38 地域活動団体 歯科口腔保健の推進

・横浜市歯科口腔保健令和３年度から令和４年度の取組案
を読み賛同できた。
・毎年、歯科衛生士による講話を聞き、オーラルフレイル、
口の健口体操、正しい歯の磨き方等、知識を得ることができ
た。
・コロナ禍にあっても生活習慣病予防の為の「健康づくり」の
啓発活動を実践することができた。甘味食品の食習慣の改
善は個々に応じて、地域や家庭において違いがあり、むず
かしい面もある。

ご意見ありがとうございます。引き続き、効果的な周
知啓発に努めてまいります。

健康福祉局保健事業課

39 地域活動団体 歯科口腔保健の推進

・引越して「かかりつけ歯科医」が見つからないまま10年が
過ぎてしまい、市によって歯科医の対応が違い、困っている
話を聞く。
・歯周病検診も40歳以上無料で受診できるようになれば、か
かりつけ医も見つけられるような気がする。

歯周病検診の無料化がかかりつけ医を持つことに効
果があるかについては、他都市の状況も把握し、有
効性について今後の検討事項とします。

健康福祉局保健事業課

40 障害関係 歯科口腔保健の推進

昨年から歯科に通い始め、１年くらい通ってほとんど治療は
終わり、現在は歯磨き指導をうけている。
その結果、血糖値も下がり、「血液検査の結果がとてもいい
ですね」と言われた。
歯の健康が体にいかに大切かを身をもって体験した。
コロナの時代健康が何より、しっかり栄養をとり、「歯の健
康」をいつも心掛けていきたい。

ご意見ありがとうございます。皆様の体験談なども参
考にさせていただき、周知啓発に努めます。

健康福祉局保健事業課
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１ 主旨
　令和５年度から始まる「第３期健康横浜２１」の分野別計画である「横浜市歯科口腔保健推進
計画（仮称）」の策定に向けて、令和３年度から令和４年度までに行う取組をまとめました。

２ 背景
　歯と口腔の健康は、日々の食事を通じて栄養を摂ることに深く関わり、笑うことや会話を楽し
むことなど、生活の質や心身の健康を保つ基礎であり、健康寿命に大きな影響を与えます。
　人生100年時代を迎え、生涯を自分の歯で過ごし、健康を維持していくために、ライフス
テージに応じた口腔機能の維持向上、むし歯や歯周病の予防に関する取組は、さらに重要とな
ります。
　このような状況を踏まえ、平成31年２月に「横浜市歯科口腔保健の推進に関する条例」が
議会提案により制定されました。この条例に基づいて、歯と口腔の健康づくりに関する施策を
総合的かつ計画的に推進するため、条例第９条に基づき、健康増進法により推進している本
市の健康増進計画「健康横浜２１」と一体化する「横浜市歯科口腔保健推進計画（仮称）」を策
定します。

３ 目的
　健康で豊かな生活の実現に向け、歯と口の健康づくりに市民自らが取り組めるよう、行政、
関係機関や団体がそれぞれに求められる役割を十分理解し、相互連携のうえライフステージ等
の現状や課題に応じて、歯科口腔保健の推進に取り組むことを目指します。

４ 位置づけ
　本市の健康増進計画「健康横浜２１」の歯科口腔保健分野の取組として位置づけ、健康横浜
２１と連携する、「子ども・子育て支援事業計画」、「横浜市教育振興基本計画」、「横浜市高齢者
保健福祉計画・介護保険事業計画・認知症施策推進計画」、「横浜市障害者プラン」、「横浜市地
域福祉保健計画」「横浜市食育推進計画」、「よこはま保健医療プラン」、「データヘルス計画」と
連携して取り組みます。
　また、「歯科口腔保健の推進に関する法律」に基づく「歯科口腔保健の推進に関する基本的事
項」及び「神奈川県歯及び口腔の健康づくり推進条例」とは、施策の方向性や、数値目標を参照
するなど、整合性を図りながら進めます。

策定に当たってⅠ
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策定に当たって ⅠⅠ

５ 推進・評価体制
　令和３年度から令和４年度の取組を踏まえ、第３期健康横浜２１との一体的な計画の策定に向
けて、学識経験者、関係団体、関係機関の代表者から構成される「健康横浜２１推進会議」（推進
会議）及びその部会である「横浜市歯科口腔保健推進検討部会」（検討部会）において検討を進
めます。
　推進にあたって、市は、各施策の進捗状況や各種指標の達成状況を適宜把握し、推進会議及
び検討部会を通じて共有していきます。また、推進会議及び検討部会は、市に対し、歯科口腔
保健の推進に関して適宜必要な提言を行います。
　健康横浜２１の中間評価及び最終評価に合わせ、市は、推進会議及び検討部会からの提言
や、把握した検証結果に基づき評価を行います。

●国、県の計画等と整合性を図りながら取り組みます。

歯科口腔保健の推進に関する法律（歯科口腔保健の推進に関する基本的事項）

神奈川県歯及び口腔の健康づくり推進条例 横浜市歯科口腔保健の推進に関する条例

●健康横浜２１の分野別計画として位置づけ、関係計画と連携して取り組みます。

横浜市歯科口腔保健の
推進に関する条例

健康横浜２１
横浜市歯科口腔保健推進計画

健康日本２１（健康増進法）
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１ 横浜市の歯科口腔保健の現状

（１）横浜市の人口の状況

　横浜市住民基本台帳によると、令和2年３月末の人口は3,761,563人です。
　平成31年1月から令和元年12月までの1年間の出生数は26,394人、死亡数は33,594人
と死亡数が出生数を上回っており、自然増加数はマイナス7,200人となっています。
　人口の年齢別割合は0歳から14歳の年少人口が12.1％、15歳から64歳の生産年齢人口が
63.4％、65歳以上の高齢者人口が24.5％です。高齢者人口のうち、65歳から74歳の前期高
齢者人口は11.8％、75歳以上の後期高齢者人口は12.7％と後期高齢者人口率が年々増加し
ており、高齢者人口の増加は少子化と長寿化によりますます進むことが予測されています。
　平成28年度の男性の平均寿命は81.37歳、健康寿命は71.52歳、女性の平均寿命は87.04
歳、健康寿命は74.48歳とそれぞれ10歳～12歳の開きがあります。
　一方で、令和元年12月31日の外国人人口は104,047人と総人口の2.8％を占め、転入等に
よる社会増加数と自然増加数を合わせた人口増加数8,985人のうち、外国人の人口増加数は
6,864人と約8割を占めています。また外国人の出生数は770人と総出生数の約３％となって
います。

（２）歯科口腔保健の現状と課題

●乳幼児期
　乳幼時期の歯科口腔保健は、乳幼児歯科健康診査や相談事業、保育所、幼稚園等の歯科検
診を通じて行われています。３歳児でむし歯のある児は全体として減少しており、むし歯が全く
ない児がいる一方で、多くのむし歯がある児がいることや第１子より第２子以降のむし歯の割
合が高いことが課題となっています。また、食習慣や口腔衛生に関する課題を抱える子育て家
庭もあります。
　乳幼児期は、口腔機能が発育・発達する大切な時期です。かみ合わせや発育・発達に合わせ
た食べ方の支援も必要です。
　保育所、幼稚園等との連携を強化し、地域性や個別性にも着目した対策が必要です。

●学齢期
　学齢期のむし歯のある児は全体では減少していますが、一定の割合でむし歯のある児がいる
ことや、年齢に応じた口腔機能の発育・発達が十分ではない児童・生徒が散見されています。
　歯肉の炎症所見のある児の割合は減少傾向ですが、中学生では全国平均を上回っています。
　教育機関等との連携を強化し、乳幼児期からの切れ目のない対策が必要です。

歯科口腔保健の現状と方向性Ⅱ
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歯科口腔保健の現状と方向性 ⅡⅡ

●成人期
　1年間に歯科医院、職場、市の検診などで定期歯科検診を受診した人は全国平均を下回ってい
ます。20歳、40歳で歯肉に炎症を有する人の割合は国の目標値を上回っており、40歳の未処
置歯数、喪失歯についても国の目標値を上回っていることから早急な対策が必要です。
　喫煙習慣や糖尿病が歯周病を悪化させることや、歯周病の予防や治療が生活習慣病の予
防、改善につながることが明らかになっています。平成28年の本市の調査では男性の30.3%、
女性の13.4%に喫煙習慣がありました。また平成28年の国民健康・栄養調査の結果では、「糖
尿病が強く疑われる者」、「糖尿病の可能性を否定できない者」は、いずれも全国で12.1%と推
計されており、本市においても同様の傾向が推測されます。
　一方で、平成23年の本市の調査ではかかりつけの歯科医院のある人の割合は約５割にとど
まっています。
　健康の維持・増進には、適切な日々の口腔ケアと生活習慣病の予防、歯科検診による歯科疾
患の早期発見・早期治療が必要です。市民が適切な予防活動に取り組めるよう支援することが
必要です。

●妊娠期
　令和元年度に本市が行った調査では、妊娠中に困ったこと、気になっていることとして、「つわ
りで歯磨きができない」、「歯ぐきからの出血」、「むし歯」などが多くあげられています。妊婦歯
科健康診査の受診率は平成30年度で36.6%でした。妊娠期は家族の健康管理に意識を持つ
ことから、歯の健康に関する重要な時期です。妊娠期の口腔ケアや栄養摂取が妊婦や胎児の
健康に影響を与えることから、意識を高めるよう動機づけることが必要です。

●高齢期
　高齢期では歯の喪失や、噛む、飲み込むなどの口腔機能が低下した状態（オーラルフレイル（※））
が進むことにより、低栄養状態となり、やがて全身の虚弱化、要介護状態を引き起こすことが明
らかになってきました。
　平成28年の本市の調査では80歳で20本以上の自分の歯がある者や60歳代で進行した歯
周病を有する者は国の目標値を下回っています。一方で、要介護認定では、虚弱な状態である
要支援の認定者数が増加しています。
　歯周病の予防、高齢者の口腔機能の維持・向上、オーラルフレイルを予防するための口腔ケ
アや定期的な歯科検診の受診等、介護予防や生活習慣病の予防に取り組めるよう支援するこ
とが必要です。

（※）オーラルフレイル…「オーラルフレイル」は、口腔機能の軽微な低下や食の偏りなどを含み、身体の衰え（フレイ
ル）の一つです。健康と機能障害との中間にあり、口腔ケアや口腔機能の訓練によって機能が回復することが
大きな特徴です。「オーラルフレイル」の始まりは、滑舌低下、食べこぼし、わずかなむせ、噛めない食品が増え
る、口の乾燥等ほんの些細な症状であり、見逃しやすく、気が付きにくいため注意が必要です。
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●要介護高齢者
　令和元年度３月末の要介護認定者は約170,000人で年々増加しており、後期高齢者人口の増
加により今後も増加傾向が続く見込みです。要介護高齢者は心身機能の低下や口腔機能・嚥下
機能の低下による誤嚥性肺炎を引き起こしやすいため予防が重要です。地域包括ケアシステム
では医療や歯科医療と介護サービスとの連携の必要性が高まっています。家族や介護者などの
支援者の理解を深め、適切なケアを提供することが必要です。

●障害児及び障害者
　平成31年3月末の横浜市の人口における障害者手帳の所持者の割合は4.47％で年々増加
しています。障害に応じたきめ細やかな口腔ケアの支援が必要とされており、歯科保健サービ
スの提供方法、医療に対するアクセスの充実が課題となっています。
　また、家族や介助者などの支援者の理解を深め、適切な口腔ケアを提供することが必要
です。



6

歯科口腔保健の現状と方向性 ⅡⅡ

２ 取組の基本的な方向性

（１）目標

　歯と口腔の健康が健康寿命の延伸及び生活の質の向上に重要な役割を果たすという条例
の基本理念の下、本市における歯科口腔保健の現状と課題を踏まえ、歯科口腔保健の推進に
あたり、「口腔機能の健全な発育・発達」、「むし歯・歯周病の予防」及び「生涯を通じて食事や会
話ができる」という３つの目標を設定します。
　なお、自ら歯と口腔の健康づくりに関する取組を行うことが困難な人に対しては、家族や支
援者の関わりが重要です。

（２）取組の方向性

　各ライフステージ等の特徴を踏まえ、課題に応じた施策・取組を示し、行政、関係機関・団体及
び市民がそれぞれの役割を担い、歯と口腔の健康づくりを推進していきます。

目標1

目標2

目標3

口腔機能の健全な
発育・発達

むし歯・歯周病の
予防

生涯を通じて
食事や会話ができる

乳幼児期・学齢期に「話すこと」「食べること」「味わうこと」などの口腔
機能を育てることが、成人期・高齢期になってからも健康で質の高い生
活を営む上で重要な役割を果たします。

日頃からのセルフケアとともに、かかりつけ歯科医での、定期的な歯科
検診とプロフェッショナルケアを受けることで、歯の喪失の原因となって
いるむし歯や歯周病の予防、早期発見・早期治療につながります。

口腔機能の低下を予防し、「食べる」「話す」機能をいつまでも維持する
ために、歯と口腔の健康の重要性について理解し、発育・発達の程度や
特性に応じた健康づくりに関する取組を行うことが大切です。

横浜市歯科口腔保健の推進に関する条例第3条（基本理念）
歯科口腔保健の推進に関する施策は、次に掲げる事項を基本理念として行うものとする。
（1） 歯及び口腔の健康が健康寿命の延伸及び生活の質の向上に重要な役割を果たして

いるという認識の下、市民が、歯科口腔保健に関する正しい知識を持ち、生涯にわ
たって日常生活において行う歯科口腔保健に関する取組を推進すること。
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３ 関係者の役割

（１）横浜市

　市民の主体的な歯と口腔の健康づくりに関する取組を推進し、健康寿命の延伸につなげる
ためには、歯科医療等関係者及びその他多様な事業者・関係機関・団体等との連携・協力関係
が不可欠です。
　そのために、歯科口腔保健推進計画を策定し、関係機関や団体との円滑な連携・協力関係を
構築しながら、様々な施策を展開します。
　また、国や県の動向を注視するとともに、地域の歯科口腔保健の現状を把握し、その課題解
決に向けて確かな医学的根拠（エビデンス）に基づく知識や情報を適切に発信し、歯科疾患の
予防や口腔機能の維持・向上に向けた取組を推進していきます。

（２）市民

　生涯を自分の歯で過ごし健康で豊かな生活を維持していくためには、自らが、歯科口腔保健
に関する正しい知識を持ち、生涯にわたり毎日の口腔ケアや、定期的な歯科検診、むし歯や歯
周病などの早期の治療などに取り組むことが重要です。

（３）歯科医療等関係者（歯科医師、歯科衛生士、歯科技工士等）

　歯と口腔の健康を維持・向上するためには、日々のセルフケアに加え、定期的に専門的な口
腔ケアを受けることが大切です。歯科医療等関係者は、かかりつけ歯科医や施設の協力歯科医
療機関として、定期的な歯科検診や専門的な口腔ケアを提供します。
　また、保健医療等関係者と連携し、歯周病と全身疾患との関連性や、全身の健康を守るため
の歯科口腔保健の重要性について普及啓発します。
歯科口腔保健を推進するため、市が実施する事業や施策へ協力し、良質かつ適切な歯科医療
及び歯科保健指導を実施します。
　さらに自らの技術の向上と知見を深めるために、研修や人材育成等を進めます。

（４）保健医療等関係者及び事業者（保健、医療、福祉、介護従事者等）

　歯と口腔の健康が全身の健康の維持・向上に重要な役割を果たすことを理解し、それぞれの
業務において、歯と口腔の健康づくりに取り組みます。
　また、歯科疾患予防の重要性や口腔機能の維持・向上の重要性について理解し、障害児及び
障害者や要介護高齢者など、日常生活において取組が困難な人への必要な支援を実施します。
　歯科医療等関係者とも連携し、家族や介護者に対して歯科疾患予防の重要性や適切な食事
の介助方法等について啓発するとともに、定期的な歯科検診や口腔ケアの定着及び充実を図
ります。
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歯科口腔保健の現状と方向性 ⅡⅡ

（５）保育・教育・企業等事業所・施設

　園児、児童、生徒とその養育者、事業所の従業員とその家族等に対し、歯科口腔保健に関す
る理解促進を働きかけます。
　また、歯科口腔保健に係る健康診査・予防・治療の機会確保に努めます。

（６）地域活動団体等

　市や関係機関が地域で展開する歯科口腔保健に関する普及啓発事業に参加し、理解を深め
ます。
　地域住民や支援対象者の歯科口腔保健を推進する視点を日常の活動に取り入れ、歯と口腔
の健康づくりの普及啓発を行います。
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１ ライフステージ・対象像等に着目した施策

（１）乳幼児期

＜歯科的特徴＞
⃝乳歯が生え始めるとともに、顎の骨の中では永久歯の石灰化が始まります。
⃝離乳の進行とともに咀嚼へと移行し、話すこと、食べること、味わうことといった口腔機能を
獲得します。
⃝３歳児は、乳歯列が生えそろう時期であり、２歳児頃からむし歯が急増します。
⃝４～６歳では、乳臼歯のむし歯が発生しやすくなります。

＜指標＞
指標 現状値 目標値

３歳児でむし歯のない者の割合 90.7%（H30） 90%以上に維持（かつ増加傾向）
（出典：横浜市子ども・子育て支援事業計画）

＜課題＞
　乳幼児期のむし歯の有病者率は、減少傾向にあります。本市の３歳児健康診査でのむし歯の
ない児の割合は、平成30年は90.7％で、初めて目標を達成しました。むし歯が全くない児がい
る一方で、１人で多くのむし歯がある児がいることや第１子より第２子以降のむし歯の割合が高
いことから、個々に応じた支援、取組が必要です。
　乳幼児期は、口腔機能が発育・発達する大切な時期です。かみ合わせや発達に合わせた食べ
方支援も必要です。養育者、保育士等が正しい知識を深め、食育等と連携した取組を進めるこ
とが大切です。

歯科口腔保健の推進に関する施策Ⅲ

ライフステージ

82

84

86

88

90

92

H22

（％）

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

83.983.9
85.085.0

86.186.1 86.086.0
87.087.0 87.587.5

89.189.1 89.589.5
90.790.7

（図表１）３歳児でむし歯のない者の割合（横浜市）

出典：横浜市保健統計年報
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歯科口腔保健の推進に関する施策 ⅢⅢ

＜取組の方向性＞

⃝乳幼児健康診査等において乳幼児の口腔内状況を把握し、それぞれの児の課題や、地域
の特性に応じた歯科保健事業を展開します。

⃝多数のむし歯があるなど、対象児の生活環境や健康状態、養育者の状況や考えを把握
し、適切に養育ができるよう支援します。
⃝むし歯予防に加え、離乳食・幼児食の食べ方や、「噛

カ

ミング30」(※)など食育と連携した普
及啓発、指しゃぶりなど口腔習癖の予防など、健全な口腔機能の育成に取り組みます。    
(※)噛ミング30…厚生労働省が提唱する、ひとくち30回以上噛むことを目標としたキャッチフレーズで
す。これは、「むし歯」や「歯周病」の改善に加え、「食育」や「高齢者への誤嚥や窒息防止に重点を置
いた対応」が重要であるとの考え方に基づいた取組のひとつです。

⃝全市で実施する乳幼児健康診査、赤ちゃん教室、集団指導等の歯科口腔保健の向上を目
的とした取組で使用する共通媒体を作成し、指導・相談の質を確保します。新規

⃝市民の歯科口腔保健の実態を分析し、ニーズの把握を進めます。 新規

＜具体的な取組＞
乳幼児健康診査（こども青少年局こども家庭課）

　受診率が9割以上の乳幼児健康診査の機会を捉え、歯みがき方法、親子で行うお口の体操
など全市的な共通媒体を作成し、歯科口腔保健の向上に取り組みます。健康教育でも共通媒体
を使用し、指導・相談の質の確保をしていきます。

【４か月児】
　乳歯が生える前の時期を捉え、健全な歯と口腔機能の発達を目指して、歯みがきを始める時
期、歯みがき方法等について歯科保健指導を行います。

【1歳６か月児・3歳児】
　乳歯が生え始め、咀しゃく等の口腔機能を獲得していく時期に健診を行い、幼児の口腔状態
や生活状況等の養育環境を把握し、健全な口腔機能の発達を支援します。

１歳６か月児歯科健康診査事後指導事業（教室・歯科健康診査）				  
（こども青少年局こども家庭課）
　１歳６か月児健康診査でむし歯やむし歯のなり始めの歯があった児やむし歯予測テストでハ
イリスクと判定された児に対し、歯科健康診査と相談、歯みがきの方法等のアドバイスを行い、
３歳児健康診査まで継続的に指導を行います。

乳幼児歯科相談（こども青少年局こども家庭課）
　乳幼児期における歯科的な不安をかかえる乳幼児及び養育者に対して、歯科相談、歯科保
健指導を行います。

市立保育所入所児童の歯科健康診査（こども青少年局保育・教育人材課）
　園歯科医による歯科健康診査と歯の保健指導を行います。



11

市内保育施設職員対象の歯科研修（こども青少年局保育・教育人材課）
【口腔疾患の予防と口腔機能育成に関する研修】
　歯みがき指導、実践、ワーク等を行います。

【乳幼児保健研修】
　歯科医から見たこどもの心と体について講義します。

離乳食教室（健康福祉局保健事業課）
　生後７～８か月頃の乳児とその養育者を対象に、離乳食の作り方や食べさせ方などの講話と
実演・相談を行います。

乳幼児食生活健康相談（健康福祉局保健事業課）
　離乳食のすすめ方、好き嫌い、小食、食物アレルギーなど、食生活について不安を抱えている
乳幼児とその養育者に、栄養士が個別相談を行います。

●その他（歯科口腔保健推進事業・区づくり推進事業等で実施）	

赤ちゃん教室（地域育児教室）での歯科健康教育
　子育てが初めてという０歳児を持つ養育者を対象に、地域の会場で育児教室を開催し、育児
の情報交換や仲間づくりを支援する教室において、乳児の歯の生え方や、歯みがきの方法、口
腔機能の発達、親子で行うお口の体操など共通媒体を作成し、健康教育を行います。

0、１歳児向け歯みがき教室
　養育者の歯と口の健康への関心が高まる歯が生え始める時期や、仕上げみがきを始めるこ
とに適した時期を捉え、乳児の歯の生え方、歯みがきの方法、口腔機能の発達に合わせた食事
や噛むことの重要性などについて栄養士、保健師等と連携し、健康教育を行います。

子育て支援拠点、育児サークル等での歯科健康教育
　地域で行われている子育て支援の場において、対象の月齢に合わせた、むし歯予防、歯みが
き方法、口腔機能の発達等についての健康教育を行います。

外国人母子への歯科健康教育
　国際交流ラウンジ等で行われている、外国人対象の子育て支援の場において、外国語版の
啓発媒体を使用し、健康教育を行います。啓発媒体については、乳幼児健康診査等でも活用し
ます。

子育て支援を行う地域人材への歯科健康教育
　子育て支援者、こんにちは赤ちゃん訪問員、保育ボランティア等、乳幼児に接する人材を対象
に、歯科口腔保健の正しい知識を啓発し、市民に正しい情報を伝えられるように研修を行います。
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歯科口腔保健の推進に関する施策 ⅢⅢ

＜関係者の役割＞

実施主体 役割

横浜市

⃝関係機関・団体と連携し、歯科保健事業を通じ、適切な口腔ケア
の方法について啓発します。

⃝地域全体の乳幼児の口腔内状況を把握し、それぞれの地域の
特性に合った歯科保健事業を展開します。

⃝多数のむし歯がある子とその養育者に対する適切な支援を行
います。

⃝規則正しい食生活を身に付けるための啓発及び適切な支援を
行います。

⃝口腔機能や身体機能の発育にあった食生活を推進します。
⃝適切な食事や間食のとり方について啓発します。
⃝市民の歯科口腔保健の実態を分析し、ニーズの把握を進めます。

市民
(乳幼児の養育者等)

⃝適切な口腔ケア（セルフケア）の習慣を身に付けます。
⃝定期的に歯科検診を受診します。
⃝かかりつけ歯科医を持ち、歯科検診や専門的な口腔ケア、歯科
保健指導を受けます。

⃝むし歯の早期発見・早期治療に努めます。
⃝規則正しい食生活を身に付けます。
⃝よく噛んで食べる習慣を身に付けます。

歯科医療等関係者

⃝市の歯科保健事業に協力し、子育て支援の視点から歯科検診
及び歯科保健指導を行います。

⃝保育所及び幼稚園の園児に対し、歯科検診、歯科保健指導及び
歯科健康教育を行います。

保健医療等関係者及び
事業者

⃝子どものむし歯予防の重要性や口腔機能の発達について理解
を深め、その普及啓発について市や歯科医療等関係者と連携し
ます。

保育・教育等関係者

⃝園児に対して、歯みがきやよく噛んで食べる習慣を形成する動
機付けを行います。

⃝養育者に対して園児のむし歯予防や健全な歯と口腔機能の発
達について普及啓発を行います。

地域活動団体等 ⃝子どものむし歯予防の重要性や口腔機能の発達について理解
を深め、健やかな歯と口腔をはぐくむ地域づくりを行います。
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　近年、むし歯のない子どもは増えていますが、その一方で、唇、頬、顎、舌などの
口の周りの筋肉発達が弱く、咀嚼する、飲み込むといった口腔機能の低下が課題と
なっています。口腔機能の低下は、口をきちんと閉じられない子、顎が前に出て口
呼吸になっている子、上あごが十分発達せず、いびきや睡眠時無呼吸症候群になっ
ている子が見受けられます。
　その原因は、食生活や生活習慣の変化が考えられています。例えば、食べやすく
細かく切った食べ物ばかりを子どもにあげている、リンゴを前歯でかじり取ったこと
がないなどの習慣によって、口腔周囲筋が発達しにくくなってしまいます。
　小児期の口腔機能の発達の遅れがあれば、その修正回復を早い段階で行うこと
が重要です。そのため、平成30年度の診療報酬改定において、「口腔機能発達不全
症」の病名が新設され、診断や治療が保険適用で行えるようになりました。

　歯科口腔保健にかかわる歯科医師や関係者は、子どもの口腔内をはじめとした
身体の傷、あざや不衛生さなどに気づく可能性があり、早期に不適切養育や虐待を
発見できる立場にあります。子どもの口腔状況とともにご家族の状況等を総合的に
みる中で、必要に応じて各区のこども家庭支援課等に情報提供を行い、深刻化する
前に支援につなぎ、養育そのものを支援していくことが重要です（横浜市では、平成
30年度に「横浜市子ども虐待防止ハンドブック」を作成しています）。

子どもの口腔機能の低下について子どもの口腔機能の低下について
～口腔機能発達不全症～～口腔機能発達不全症～

児童虐待対策児童虐待対策

コラム 1

コラム 2
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歯科口腔保健の推進に関する施策 ⅢⅢ

（２）学齢期

＜歯科的特徴＞
（小学生）
⃝乳歯から永久歯に生え変わる時期です。
⃝６歳臼歯や前歯などの永久歯が生え始めます。生え始めの歯は組織が未熟でむし歯になりや
すいため、永久歯のむし歯が発生しやすくなります。
⃝かみ合わせの異常が顕在化し始める時期です。

（中学生・高校生）
⃝12～13歳頃には、すべての永久歯が生えそろいます。
⃝歯肉炎が発症しやすい時期です。
⃝むし歯や歯周病の予防に自ら取り組むことができます。

＜指標＞
指標 現状値 目標値

12歳児の１人平均むし歯数 0.57本※(R1) 維持・減少傾向へ
※市立中学１年生の平均（出典：健康横浜２１）

＜課題＞
　学齢期の12歳児の１人平均むし歯数は減少傾向にあり、国の目標である1.0本未満を達成し
ています。しかし、歯肉炎のある者は中学生で24.2%、高校生で19.6%であり、乳幼児期と同
様に、地域や個人の特性に応じた支援が必要です。

　甘味食品の喫食習慣の改善や、むし歯や歯周病を予防するためのセルフケアの方法、歯や歯
肉の状態を自分で観察できる力を育て、栄養バランスの取れた食事を規則正しくとることや、
よく噛んで食べる習慣を身に付けることなど、この時期から成人期の歯周病や口腔機能低下を
予防するための対策が必要です。

ライフステージ

H28 H29 H30 R1 H28 H29 H30 R1

（本） （％）
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0.610.61
0.590.59

0.570.57

72.872.8

70.170.1

76.276.2

男性男性

73.073.0

72.872.8

69.469.4

74.074.0

69.369.3

女性女性

（図表２）12歳児の１人平均むし歯数 （図表３）12歳児でう蝕のない者の割合

出典：横浜市学校保健統計調査出典：横浜市学校保健統計調査
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　自ら口腔ケアを行うことが困難な児童・生徒については、障害の特性や発達の段階等に応じ
た支援が必要です。
　また、喫煙が歯や口腔、全身の健康に影響を及ぼすことについて、普及啓発し、喫煙の防止
につなげることが必要です。
　この時期の歯科口腔保健の取組を充実させるためには、定期的な歯科検診を実施する学校
歯科医とかかりつけ歯科医など、学校と家庭、地域の歯科医療機関が連携を密にして啓発や保
健指導を行うとともに、歯科口腔保健の分野においても、保育園・幼稚園と小学校、小学校と中
学校など、地域全体で切れ目なく連携して取り組むことが必要です。

＜取組の方向性＞

⃝児童・生徒が歯と口腔の健康の大切さに理解を深め、主体的にむし歯や歯肉炎予防のセ
ルフケアに取り組み、歯や歯肉の状態を自ら観察できる力を育てるため、啓発に取り組み
ます。

⃝児童・生徒の発達の段階や特性等に応じた歯科保健指導について教職員への啓発を行
い、歯と口腔のケアの重要性について理解を深めます。

⃝むし歯や歯肉炎を予防するため、かかりつけ歯科医による定期的な歯科検診と専門的ケ
アの受診を促します。

⃝噛む、飲み込むなどの口腔機能の発育・発達を促す食習慣の形成のため、食育と連携し
た取組を行います。

⃝喫煙による健康への影響について理解を深め、喫煙を防止するための取組を行います。

⃝就学前～小学校～中学校における個人や地域を視点とした歯科口腔保健の連携を進め
ます。

⃝市民の歯科口腔保健の実態を分析し、ニーズの把握を進めます。 新規

＜具体的な取組＞
児童・生徒の健康診断（教育委員会事務局健康教育課）

　児童・生徒の成長の状況を把握し、潜在する疾病を早期に発見して適切な処置を講じ、生涯
の健康のための教育効果を高めることを目的に実施しています。歯・口の状態は、児童・生徒の
生活習慣の状況を反映することから、学校歯科医による健康診断に基づいて、学校保健計画の
立案や的確な事後措置を実施します。

巡回歯科保健指導（教育委員会事務局健康教育課）
　児童・生徒のむし歯や歯肉炎予防のため、希望する学校に歯科衛生士を派遣し、学校歯科医
と連携して巡回歯科保健指導を実施しています。小学校、中学校、特別支援学校ではブラッシ
ング指導や歯と口腔の健康チェック、歯科健康診断時の事後指導や歯科相談を行い、学校にお
ける歯科口腔保健の向上を図ります。
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歯科口腔保健の推進に関する施策 ⅢⅢ

学校における食育推進（教育委員会事務局健康教育課）
　食育出前講座など、学校における食育推進計画に基づく取組を行っています。児童・生徒が
食や咀嚼の重要性、栄養と全身の健康との関係などについて理解を深め、自ら食を選択できる
力を身に付けることを支援します。

喫煙防止対策（健康福祉局保健事業課）
　学校、福祉保健センター及び地域活動団体が協力し、小学校や中学校で、喫煙防止出前授業
を行っています。また、市内全ての市立高校に対し、恋愛や肌への影響等、高校生がタバコのデ
メリットを実感できるような喫煙防止リーフレットを配布し、タバコの害についての学習機会の
充実を図ります。

　フッ素は自然界に存在するミネラル成分で、天然の元素です。 土壌や海水に含ま
れるだけではなく、野菜や果物、魚介類や海藻類にも含まれています。
　フッ素は様々な分野に応用されています。その一つにむし歯の予防があります。
フッ素の働きとしては歯垢（プラーク）が作るむし歯の原因菌の働きを弱める作用、
歯の再石灰化を促す作用、歯質を強化する作用が挙げられます。
　歯科的な応用として一般家庭ではフッ素入りの歯磨剤と洗口剤、歯科医院では
歯面塗布剤を用いる方法があります。
　人体への有害性については歯磨剤や洗口剤は適正な使用方法を守れば特に問
題ないと考えられています。
　ただし、フッ素を使えば完全にむし歯が予防できるわけではありません。むし歯の
予防には毎日のきちんとした歯みがき、適切な食生活を実践することが大切です。
フッ素はそれらを助けるための１つの方法として考えてください。

フッ素（フッ化物）についてフッ素（フッ化物）について

P16 P22

P26

P42

P45 P48-1

P48-2

P43-1

P43-2

P31

P35

コラム 3
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＜関係者の役割＞

実施主体 役割

横浜市

⃝関係機関・団体と連携し、歯科保健事業を通じ、適切な口腔ケ
アの方法について啓発します。

⃝むし歯や歯周病の適切な予防方法を啓発します。
⃝多数のむし歯がある子とその養育者に対する適切な支援を行
います。

⃝規則正しい食生活を身に付けるための啓発及び適切な支援を
行います。

⃝正しい食を選択するための知識に関する啓発を行います。
⃝喫煙を防止するための普及啓発を行います。
⃝市民の歯科口腔保健の実態を分析し、ニーズの把握を進めます。

市民
(児童・生徒、保護者)

⃝適切な口腔ケアの習慣（セルフケア）を身に付けます。
⃝定期的に歯科検診を受診します。
⃝かかりつけ歯科医を持ち、歯科検診や専門的な口腔ケア、歯科
保健指導を受けます。

⃝むし歯や歯周病の早期発見・早期治療に努めます。
⃝規則正しい食生活を身に付けます。
⃝よく噛んで食べる習慣を身に付けます。
⃝正しい食を選択する力を身に付けます。
⃝喫煙の害に関する知識を身に付けます。
⃝必要に応じて歯間部清掃用具を利用し、むし歯や歯肉炎の予
防に取り組みます。

歯科医療等関係者

⃝学校歯科医は学校の歯科保健事業に協力し、児童及び生徒に
歯科検診、歯科保健指導及び歯科健康教育を行います。

⃝かかりつけ歯科医として定期的な歯科検診を行うとともに、生
活環境や健康状態に応じた歯磨き指導、歯間部清掃用具の指
導、フッ化物洗口、フッ化物歯面塗布などを実施し、その必要
性について普及啓発を行います。

保健医療等関係者及び
事業者

⃝子どものむし歯予防の重要性や口腔機能の育成について理解を深
め、その普及啓発について市や歯科医療等関係者と連携します。

保育・教育等関係者

⃝歯科検診を行う学校歯科医と情報共有を密にするとともに、歯
磨きなどの技術や、歯と歯肉の自己観察力等の教育指導に取
り組みます。
⃝しっかりよく噛んで食べることなどを啓発します。

地域活動団体等 ⃝地域活動において、子どもたちによく噛んで食べることなど歯
と口腔の健康づくりの大切さについて啓発します。
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歯科口腔保健の推進に関する施策 ⅢⅢ

（３）成人期

＜歯科的特徴＞
⃝進行した歯周病を持つ人が年齢とともに増加し、それとともに歯の喪失も増加する時期です。
⃝歯の喪失によって、口腔機能の低下が始まり、義歯が必要な人が多くなります。
⃝オーラルフレイルの徴候が現れ始めます。

＜指標＞
指標 現状値 目標値

40歳代における進行した歯肉炎を有する者の割合 26.6%(H28) 維持・減少傾向へ

過去1年間に歯科健診を受けた者の割合
男性45.2%
女性56.0%
(H28)

65%

（出典：健康横浜２１）
＜課題＞
　この時期は仕事や育児等が多忙であり、セルフケアや定期的な歯科検診の受診がおろそか
になりやすく、歯周病の有病率が高くなっています。
　歯周病は進行がゆっくりで自覚症状が乏しいため、痛みがでたときは、重症化により歯を失
うなど手遅れになることが多く、予防と早期発見が重要です。
　また、口腔機能低下症の入口であるオーラル
フレイルの兆候は、50歳頃には起き始めるた
め、早い時期から予防を進める必要があります。
　歯周病が、喫煙習慣や糖尿病などの生活習
慣病と関係性が高いことについての認知度は
低く、早期発見・早期治療が双方の重症化予防
につながるよう、地域・職域が連携して普及啓
発に取り組むことが必要です。
　成人期では、就労している人が多いことか
ら、事業所と連携した取り組みが必要です。

ライフステージ
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（図表４）40歳代における進行した	
歯周炎を有する者の割合

出典：県民歯科保健実態調査 横浜市分
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＜取組の方向性＞

⃝市民や関係多職種がオーラルフレイルに関する理解を深めることができるよう、関係機
関・団体や保健・医療・福祉・介護の多職種と連携して、普及啓発に取り組みます。

⃝歯や歯肉の状態を自ら観察し、セルフケアが出来る力を育てるために必要な取組を行い
ます。

⃝かかりつけ歯科医を持つことや、定期的な歯科検診と専門的ケアの受診を促します。

⃝生活習慣病対策と連携し、歯科口腔保健と全身の健康との関連性について、普及啓発に
取り組みます。 重点

⃝市民の歯科口腔保健の実態を分析し、ニーズの把握を進めます。 新規

＜具体的な取組＞
歯周病予防教室（健康福祉局保健事業課）

　歯周病に関する正しい知識の普及・啓発を図ります。
　歯科医師等による歯周病予防、症状、治療、予防等に関する講話及び歯科衛生士によるブ
ラッシング指導、咀嚼筋・唾液腺マッサージ等を行い、セルフケアの方法や歯や歯肉の状態を、
自分で観察出来る力を育てるために必要な情報提供を行います。

オーラルフレイル予防対策（健康福祉局保健事業課）
　保健・医療・福祉・介護の専門多職種が歯と口腔の健康の重要性について理解を深め、日頃
の業務の中で歯科口腔保健に関し必要な対応を行うための視点を持てるよう、オーラルフレイ
ル予防に関する講話やブラッシング指導、健口体操(※)などの研修を行います。また、地域活動
団体や一般市民向けにもオーラルフレイル予防対策の普及啓発を行います。
(※)健口体操…口や顔などの筋肉を動かしながら、口腔機能を高めることができる体操です。意識をはっきり
させ、顔の表情も豊かにする「顔面体操」、舌の動きを滑らかにする「舌体操」、唾液の分泌を促す「唾液腺
マッサージ」などがあります。

歯周病検診（健康福祉局保健事業課）
　定期的な歯科検診を勧奨し、歯周病の予防と早期発見を推進するため、40歳、50歳、60歳
及び70歳の市民を対象に、歯及び歯周組織の口腔内状況について診査を行います。

疾病の重症化予防事業（健康福祉局保健事業課）
　特定健診の受診勧奨や糖尿病発症リスクの高い者に対する個別指導及び集団健康教育な
どを行います。適切な食・生活習慣等の改善等を支援する中で、保健師、栄養士等、関係職種と
連携しながら歯周病と糖尿病の関連について啓発を行います。また、国保データベースシステ
ムを活用し、一定基準の対象者を抽出し、保健指導を実施します。
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歯科口腔保健の推進に関する施策 ⅢⅢ

生活保護受給者等の健康支援事業（健康福祉局生活支援課・保健事業課）
　対象者が、口腔衛生、口腔機能維持の必要性を理解し、歯科受診やセルフケアに取り組むこ
とができるよう支援します。また、受給者自らが、糖尿病など、医療機関への受診や健康管理を
適切に行い健康状態の改善に取り組めるよう支援します。

歯と口の健康週間行事（健康福祉局保健事業課）
　歯と口の健康に関する正しい知識の普及啓発とともに、歯科疾患の予防に関する適切な習
慣の定着を図り、併せてその早期発見及び早期治療等を徹底することにより歯の寿命を延ばし
ます。
　歯と口の健康週間(6月4日～6月10日)を中心に歯科口腔保健に関するイベント等を実施し
ます。

健康経営を通じた口腔ケアの推進（健康福祉局保健事業課）
　横浜健康経営認証制度において、従業員に対する歯科検診の実施や口腔ケアの推奨を評価
項目に設定し、事業所における口腔ケアの重要性を啓発します。さらに、企業向けに歯周病や
口腔ケア、オーラルフレイル予防に関する講座を行い、働き世代からの口腔ケアの取組の充実
を図ります。

受動喫煙防止事業（健康福祉局保健事業課）
　受動喫煙の防止に取り組む中で、歯周病など受動喫煙による健康への影響について啓発を
進めます。

禁煙支援事業（健康福祉局保健事業課）
　地域子育て支援拠点等と連携し養育者の禁煙の動機づけと家庭内の子どもの受動喫煙の
防止に関する啓発を進めます。
　集団での健康教育や個別相談などによる禁煙支援を実施しています。

生活習慣改善相談（健康福祉局保健事業課）
　高血圧、脂質異常症、糖尿病、肥満などが気になる人を対象に、食生活の改善・運動等の指導
を行う保健師・栄養士・歯科衛生士等による個別相談を行います。

●その他（区づくり推進事業等で実施）

健康づくり月間事業（健康福祉局保健事業課）
　毎年10月1日から31日までを健康づくり月間として、各区において健康に関する様々なイベ
ントや行事を開催します。その中で、歯科医師会と連携した歯科相談や、歯と口の健康に関する
正しい知識の普及啓発を行っています。
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「セルフケア（ブラッシング）のポイント」（横浜市健康福祉局作成のリーフレットより引用）
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歯科口腔保健の推進に関する施策 ⅢⅢ

子どもの口腔機能の低下について～口腔機能発達不全症子どもの口腔機能の低下について～口腔機能発達不全症
～～　歯は全身の健康状態と密接に関係しています。

　歯周病は、むし歯と並ぶ歯科の２大疾患の一つで、歯ぐきの腫れや痛み、歯を支える骨
が溶けるなど慢性の炎症性疾患です。最終的には歯が抜けてしまうため、食事や会話な
どの日常生活に大きな支障をきたします。近年、歯周病は心筋梗塞や脳梗塞、糖尿病やメ
タボリックシンドロームなど全身の病気と関連していることが明らかになってきました。
　歯周病は、口腔内の環境のほか、食習慣や喫煙、睡眠、ストレスなどとも関係が深
く、これら生活習慣の改善によって予防することができます。
　肥満や糖尿病など歯周病の発症や悪化に関わる病気を予防や早期発見するため
に、特定健診や定期的な健康診断を受診しましょう。
　また、横浜市では、40歳、50歳、60歳、70歳の方を対象に歯周病検診を実施してい
ます。歯及び歯周組織の口腔内状況について診査するとともに、定期的な口腔内の確
認の必要性等について認識をしていただく貴重な機会ですので、ぜひ受診しましょう。

歯と健康診断の関係歯と健康診断の関係
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妊娠期

＜歯科的特徴＞
⃝胎生期６～８週頃から乳歯が作られます。
⃝妊娠に伴う生理的変化や不規則な食事、口腔清掃の不良によるむし歯や歯肉炎の増加が見ら
れます。
⃝妊娠中の歯周病は、早産や低出生体重児の出産を誘発する可能性が指摘されています。
⃝乳歯の形成期であり、妊娠中からバランスのとれた食生活が大切です。

＜指標＞
指標 現状値 目標値

妊婦歯科健康診査受診率 36.6%(H30) 40.0%(R6)
（出典：横浜市子ども・子育て支援事業計画）

＜課題＞
　妊娠期は、ホルモンバランスの変調等により、口腔内の清潔が保ちにくく、歯周病やむし歯が
発生・悪化しやすい時期です。歯周病が悪化すると、低出生体重児の出産や早産のリスクが高
まるとも言われています。
　口腔内の適切なケアによるむし歯や歯周病の予防や、妊婦歯科健康診査の受診など早期発
見が行えるよう支援が必要です。
　また、乳歯の形成期であるため、妊娠中からバランスの取れた栄養摂取が大切です。

対象像

H25 H26 H30H29H28H27

（％）

30

32

34

36

38

40

31.831.8

35.335.3

35.235.2 35.635.6

36.736.7 36.636.6

（図表５）妊婦歯科健康診査受診率

出典：事業報告

妊婦とこどもの歯の健康キャラクター
「めばえちゃん」

お母さんとおなかの赤ちゃんの
生涯にわたる健康を願って、

横浜市歯科医師会が作成しました。
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歯科口腔保健の推進に関する施策 ⅢⅢ

＜取組の方向性＞

⃝妊娠中の口腔ケアの重要性について理解を深め、この時期から家族の歯科口腔保健に
関心を持つような取組を行います。

⃝多くの妊婦が妊婦歯科健康診査の受診ができるよう支援します。

＜具体的な取組＞
妊産婦歯科相談事業（こども青少年局こども家庭課）

　妊産婦の口腔における不安の解消を図るため、歯科医師による歯科相談を実施しています。
必要に応じて歯科衛生士による歯磨き指導等の歯科保健指導を行います。併せて、かかりつけ
歯科医への定期的な受診勧奨を行います。

妊婦歯科健診事業（こども青少年局こども家庭課）
　妊娠期の歯科疾患の予防、早期発見、早期治療により、母体と胎児の健康増進、女性の生涯
を通じた歯の健康及び生まれてくる赤ちゃんの健やかな成長に寄与するとともに、かかりつけ
歯科医の定着を図ることを目的としています。視診による口腔内診査及び歯科保健指導を行い
ます。

母親（両親）教室事業（こども青少年局こども家庭課）
　妊娠中をすこやかにすごし、安心してお産にのぞめるように、初めて親となる養育者を対象
に、子育てについての情報を伝えるとともに、口腔ケアの大切さを啓発します。重要性について
共通媒体、リーフレットを作成し歯科保健指導を行います。

母子健康手帳交付時面接（こども青少年局こども家庭課）
　母子健康手帳交付時に妊娠中の口腔ケアの重要性について啓発し、妊婦歯科健診の受診勧
奨を行います。面接等を行う専門職向け研修を開催し、妊娠中の正しい知識の普及・啓発を図
ります。

生活習慣改善相談（健康福祉局保健事業課）
　妊娠中の食生活等について、栄養士等による個別相談を行います。

●その他（歯科口腔保健推進事業・区づくり推進事業等で実施）	

歯周病予防教室（妊婦とその家族向け）（健康福祉局保健事業課）
　妊娠中の歯周病に関する正しい知識の普及・啓発を図ります。
　歯科医師等による歯周病予防、症状、治療、予防等に関する講話及び歯科衛生士によるブ
ラッシング指導等を行い、セルフケアの方法、歯や歯肉の状態を自分で観察出来る力を育てる
ために必要な情報提供を、妊婦と家族に行います。



25

＜関係者の役割＞

実施主体 役割

横浜市

⃝関係機関・団体と連携し、歯科保健事業を通じ、全身の健康と
歯科口腔保健の関連について啓発します。

⃝定期的な歯科検診の受診を勧奨します。
⃝規則正しい食生活を継続するための普及啓発及び支援を行います。
⃝適切な食生活に関する啓発を行います。
⃝禁煙支援を推進します。
⃝市民の歯科口腔保健の実態を分析し、ニーズの把握を進めます。
≪妊娠期≫
⃝母子の健康や健全な発育に関する啓発や相談対応を行います。

市民

⃝適切な口腔ケア（セルフケア）を実践し、むし歯や歯周病の予防
を心がけます。

⃝定期的に歯科検診を受診します。
⃝かかりつけ歯科医を持ち、歯科検診や専門的な口腔ケア、歯科
保健指導を受けます。

⃝むし歯や歯周病の早期発見・早期治療に努めます。
⃝特定健康診査など定期的に健康診査を受診します。
⃝糖尿病などの生活習慣病の予防及び重症化予防に努めます。
⃝バランスの良い食生活に努めます。
⃝喫煙の害に関する理解を深めます。
≪妊娠期≫
⃝妊婦健康診査・妊婦歯科健康診査を受診し健康管理に努めます。
⃝妊娠期特有の健康課題の理解に努めます。

歯科医療等関係者

⃝市や事業所が実施する歯科保健事業に協力し、歯科検診や歯
科保健指導を実施するとともに、事業者及び従業員に対して歯
と口腔の健康づくりの重要性について普及啓発を行います。
⃝かかりつけ歯科医として定期的な歯科検診、歯科保健指導、専
門的な口腔ケアを行うとともに、オーラルフレイル対策を踏ま
えた市民の歯と口腔の健康づくりを支援します。

保健医療等関係者及び
事業者

⃝歯周病と全身疾患との関連性についての理解を深め、その普
及啓発について市や歯科医療等関係者と連携します。

企業等事業所・施設 ⃝歯周病と全身の健康との関連性について普及啓発を行うなど、
従業員に対して歯と口腔の健康づくりに関する取組を行います。

地域活動団体等

⃝保健、医療、福祉等の関係者の協力を得て、歯と口腔の健康づ
くりに関して学習します。
⃝地域活動において、健口体操を取り入れるなど、歯と口腔の健
康づくりの普及啓発を行います。
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歯科口腔保健の推進に関する施策 ⅢⅢ

　周術期とは手術日を含めた手術前後の時期を指します。一般的に全身麻酔の手
術を受けると身体の抵抗力が落ちやすく、合併症を発症しやすくなると言われてい
ます。
　周術期は口腔内には多くの細菌が存在していて、それが肺や血液の中に入る事
で肺炎や感染などの重篤な合併症につながります。手術などの全身の治療前から
口腔ケアを十分に行い、手術に臨める状態に整えておくことが大切です。
　横浜市、横浜市歯科医師会、横浜市立大学は、３者協定を締結し、周術期等口腔機能
管理を推進しています。仮に手術することになった場合、入院までは、診察や検査、入院
の準備、身の回りのことなどで忙しく、十分な口腔の管理をする時間がありません。
　いざというときに慌てないよう、日頃からかかりつけ歯科医院を作っておけば安
心です。
⃝知っていますか？周術期等口腔機能管理（アニメーション動画）
https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/kenko-iryo/iryo/
gan/shikahoken/syuujyutuki.html

　むし歯の原因であるミュータンス菌は人から人へと感染します。子どもをむし歯
にさせないためには、むし歯菌に感染させないことが重要です。むし歯菌に感染し
やすいとされる時期は「１歳７カ月から２歳７カ月」です。これは奥歯が生え、すべての
乳歯が生えそろう時期で「感染の窓」と言われています。
　この時期は、保護者自身が口腔内に気を付けることが大切です。むし歯があると
むし歯菌も多くなるため、子どもに感染するリスクが高くなります。また、砂糖はむし
歯菌の栄養となるため、砂糖の入ったおやつを控えることでむし歯菌が増殖するリ
スクを抑えることができます。
　歯は治療しても決して元の状態には戻りません。また、乳歯は永久歯に比べてむ
し歯が進行しやすいため、大きなむし歯になると永久歯の生育に影響を及ぼすこと
もあります。むし歯にならないよう予防することが何より重要です。

周術期の歯科口腔保健周術期の歯科口腔保健

感染の窓感染の窓

コラム 5

コラム 6
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（４）高齢期

＜歯科的特徴＞
⃝進行した歯周病を持つ人が年齢とともに増加し、歯の喪失も増加します。
⃝歯の根元のむし歯（根面う蝕）が発生しやすくなります。
⃝加齢に伴い、口腔機能が低下します。
⃝歯の喪失が進み、義歯を使用する人が増加します。

＜指標＞
指標 現状値 目標値

60歳代でなんでも噛んで食べることのできる者の割合 76.9%(H28) 80%

80歳で20歯以上の自分の歯を有する者の割合
47.3%

(H25,26,27の合算)
50%

（出典：健康横浜２１）
＜課題＞
　自分の歯を多く持つ高齢者は増加していますが、年齢が高くなるほど進行した歯周病にかか
りやすくなるため、長期にわたる継続的な歯周病予防が必要です。

　歯の喪失に加え、加齢による口腔周囲筋の筋力低下などが原因で摂食嚥下機能障害が生じ
てくると誤嚥性肺炎や窒息事故のリスクも高まります。歯科疾患対策だけでなく、オーラルフレ
イル予防や口腔機能の維持・向上に向けた取組が必要になります。
　本市の高齢化率は、令和7年（2025年）には26%になる見込みです。高齢者が住み慣れた地
域の中で、いつまでも健康に生活できるよう住民主体の通いの場等、地域の介護予防の取組と
連動させながら啓発や相談、オーラルフレイルを予防する取組の担い手となる人材の育成が必
要です。

ライフステージ

H23 H28 H21-23 H25-27
60

70

80
76.976.9

67.767.7

20

30

40

50

60

47.347.3

36.236.2

（％） （％）

（図表６）60歳代でなんでも噛んで食べることの
できる者の割合

（図表７）80歳で20歯以上の自分の歯を
有する者の割合

出典：県民歯科保健実態調査（横浜市分） 出典：国民(県民)健康・栄養調査（横浜市分）
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歯科口腔保健の推進に関する施策 ⅢⅢ

＜取組の方向性＞

⃝市民や関係多職種がオーラルフレイルに関する理解を深めることができるよう、関係機
関・団体や保健・医療・福祉・介護の多職種と連携して、普及啓発に取り組みます。重点

⃝歯や歯肉の状態を自ら観察し、セルフケアが出来る力を育てるために必要な取組を行い
ます。

⃝かかりつけ歯科医による定期的な歯科検診と専門的ケアの受診を促します。

⃝地域の介護予防活動グループ等での啓発をより一層進めます。

⃝地域で歯科口腔保健の啓発や相談を担う歯科専門職を発掘・育成し、活動につなげます。

⃝市民の歯科口腔保健の実態を分析し、ニーズの把握を進めます。 新規

＜具体的な取組＞
歯周病予防教室（健康福祉局保健事業課）

　歯周病に関する正しい知識の普及・啓発を図ります。
　歯科医師等による歯周病予防、症状、治療、予防等に関する講話及び歯科衛生士によるブ
ラッシング指導、咀嚼筋・唾液腺マッサージ等を行い、歯や歯肉の状態を自分で観察し、セルフ
ケアが出来る力を育て専門的ケアの必要性について啓発をします。

オーラルフレイル予防対策（健康福祉局保健事業課）
　保健・医療・福祉・介護の専門多職種が歯と口腔の健康の重要性について理解を深め、日頃
の業務の中で歯科口腔保健に関し必要な対応を行うための視点を持てるよう、オーラルフレイ
ル予防に関する講話やブラッシング指導、健口体操などの研修を行います。
　また、地域活動団体や一般市民向けにもオーラルフレイル予防対策の普及啓発を行います。

歯周病検診（健康福祉局保健事業課）
　定期的な歯科検診を勧奨し、歯周病の予防と早期発見を推進するため、40歳、50歳、60歳
及び70歳の市民を対象に、歯及び歯周組織の口腔内状況について診査を行います。

疾病の重症化予防事業（健康福祉局保健事業課）
　特定健診の受診勧奨や糖尿病発症リスクの高い者に対する個別指導及び集団健康教育な
どを行います。適切な食・生活習慣等の改善等を支援する中で、保健師、栄養士等、関係職種と
連携しながら歯周病と糖尿病の関連について啓発を行います。また、国保データベースシステ
ムを活用し、一定基準の対象者を抽出し、保健指導を実施します。

生活保護受給者等の健康支援事業（健康福祉局生活支援課・保健事業課）
　対象者が、口腔衛生、口腔機能維持の必要性を理解し、歯科受診やセルフケアに取り組むこ
とができるよう支援します。また、糖尿病など、医療機関への受診や健康管理を適切に行い健
康状態の改善に取り組めるよう支援します。
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生活習慣改善相談（食生活）（健康福祉局保健事業課）
　高血圧、脂質異常症、糖尿病、肥満などが気になる人を対象に、食生活の改善・運動等の指導
を行う保健師・栄養士・歯科衛生士等による個別相談を行います。

介護予防普及啓発事業（健康福祉局保健事業課・地域包括ケア推進課）
　歯科専門職等と連携し、身近な地域で口腔機能維持・向上に関する講演会、講座、イベント、
地域の介護予防活動グループへの健康教育等で高齢者に普及啓発します。

地域介護予防活動支援事業（健康福祉局保健事業課・地域包括ケア推進課）
　地域の介護予防活動グループにおいて、歯科専門職等と連携し口腔機能向上に関するプロ
グラムを導入するなど、口腔機能の維持・向上、オーラルフレイルの予防に取り組めるよう支援
します。

歯科口腔保健を担う人材育成（健康福祉局保健事業課）
　介護予防活動や介護施設など高齢者や支援者が集まる場において、オーラルフレイル予防
の啓発や歯科相談を受ける潜在歯科衛生士を発掘し、地域で歯科口腔保健の推進を担う人材
として育成します。

歯科健康診査（神奈川県後期高齢者医療広域連合）
　口腔機能低下や肺炎などの疾病を予防するため、前年度に75 歳となった被保険者を対象と
して、歯科健康診査を実施します。

P16 P22

P26

P42

P45 P48-1

P48-2

P43-1

P43-2

P31

P35
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歯科口腔保健の推進に関する施策 ⅢⅢ

＜関係者の役割＞

実施主体 役割

横浜市

⃝全身の健康と歯科口腔保健の関連について啓発します。
⃝定期的な歯科検診の受診を勧奨します。
⃝規則正しい食生活を継続するための普及啓発及び支援を行い
ます。
⃝歯周病との関係など喫煙の害に関する普及啓発を行い、禁煙
支援を推進します。

⃝市民の歯科口腔保健の実態を分析し、ニーズの把握を進めます。

市民

⃝適切な口腔ケア（セルフケア）を実践し、歯科疾患の予防を心が
けます。

⃝かかりつけ歯科医を持ち、定期的に歯科検診や専門的な口腔
ケア、歯科保健指導を受けます。

⃝定期的に歯科検診を受診します。
⃝むし歯や歯周病の早期発見・早期治療に努めます。
⃝生活習慣病の予防及び重症化予防に努めます。
⃝低栄養を防止するためのバランスの良い食生活に努めます。
⃝歯周病との関係など喫煙の害に関する理解を深めます。

歯科医療等関係者

⃝市や地域包括支援センター等の施設が実施する歯科保健事業
や介護予防事業等に協力し、歯科検診や歯科保健指導を実施
するとともに、歯と口腔の健康づくりの重要性について普及啓
発を行います。

⃝かかりつけ歯科医として定期的な歯科検診、歯科保健指導、専
門的な口腔ケアを行うとともに、オーラルフレイル対策を踏ま
えた市民の歯と口腔の健康づくりを支援します。

保健医療等関係者及び
事業者

⃝歯と口腔の健康が全身の健康の保持増進に重要な役割を果た
すことを理解し、その普及啓発について市や歯科医療等関係
者と連携します。

企業等事業所・施設
⃝歯と口腔の健康が全身の健康の保持増進に重要な役割を果た
すことについて普及啓発を行うなど、利用者等に対して歯と口
腔の健康づくりに関する取組を行います。

地域活動団体等

⃝保健、医療、福祉等の関係者の協力を得て、歯と口腔の健康づ
くりに関して学習します。
⃝地域活動において、健口体操を取り入れるなど、歯と口腔の健
康づくりの普及啓発を行います。
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子どもの口腔機能の低下について～口腔機能発達不全症子どもの口腔機能の低下について～口腔機能発達不全症
～～「フレイル」とは

　『フレイル診療ガイド2018年版』（日本老年医学会／国立長寿医療研究センター、2018）
によると、「『加齢に伴う予備能力低下のため、ストレスに対する回復力が低下した状態』を表
す“frailty”の日本語訳として日本老年医学会が提唱した用語である。フレイルは、要介護状
態に至る前段階として位置づけられるが、身体的脆弱性のみならず精神心理的脆弱性や社
会的脆弱性などの多面的な問題を抱えやすく、自立障害や死亡を含む健康障害を招きやす
いハイリスク状態を意味する。」と定義されています。

（高齢者の特性を踏まえた保健事業ガイドライン 第２版（厚生労働省） より引用）

「オーラルフレイル」とは
　口腔機能の軽微な低下や食の偏りなどを含み、身体の衰え（フレイル）の一つです。健康と
機能障害との中間にあり、口腔ケアや口腔機能の訓練によって機能が回復することが大き
な特徴です。「オーラルフレイル」の始まりは、滑舌低下、食べこぼし、わずかなむせ、噛めな
い食品が増える、口の乾燥等ほんの些細な症状であり、見逃しやすく、気が付きにくいため
注意が必要です。

フレイルとオーラルフレイルの予防フレイルとオーラルフレイルの予防

オーラルフレイルセルフチェック表（日本歯科医師会リーフレット「オーラルフレイル」より引用）

□ 半年前と比べて、堅い物が食べにくくなった

□ お茶や汁物でむせることがある

□ 義歯を入れている※

□ 口の乾きが気になる

□ 半年前と比べて、外出が少なくなった

□ さきイカ・たくあんくらいの堅さの食べ物を噛むことができる

□ 1日に 2 回以上、歯を磨く

□ 1年に1回以上、歯医者に行く

出典：東京大学高齢社会総合研究機構　田中友規、飯島勝矢

合計の点数が

0 ～2 点 オーラルフレイルの危険性は低い

3点 オーラルフレイルの危険性あり

4点以上 オーラルフレイルの危険性が高い

質問事項 いいえはい

2

2

2

1

1

1

1

1
※歯を失ってしまった場合は義歯等を適切に使って堅いものをしっかり食べることができるよう
　治療することが大切です。

コラム 7
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「オーラルフレイル」を予防するために
　加齢に伴うささいな噛む機能の低下に気づかず、自ら固いものを避けたり、食の多様性を狭
め続けると、機能低下の悪循環に陥り、さらに口腔機能の低下や心身機能の低下までに至るこ
ととなります。
　口のささいなトラブルを放置せず、予防に取り組むことが大切です。

オーラルフレイル
概念図2019年版

（歯科診療所にお
けるオーラルフレ
イル対応マニュア
ル2019年版（日本
歯科医師会）より
引用）

歯科診療所における
オーラルフレイル対応マ
ニュアル2019年版（日
本歯科医師会）より引用

＜オーラルフレイルの概念と予防＞

噛めない

噛む機能の
低下

やわらかいものを
食べる

口腔機能の低下

心身機能の低下

機能低下への負の連鎖

参考：
東京都健康長寿医療センター
平野浩彦 作図

第4レベル
食べる機能の障がい

第3レベル
口の機能低下

不十分な
口腔健康への関心

歯の喪失リスク
の増加

社会的フレイル
精神心理的フレイル
自発性の低下

口腔不潔・乾燥

サルコペニア

咀嚼障害

摂食嚥下障害

滑舌低下

む せ

食べこぼし

食品多様性の低下

噛めない食品の増加

食欲低下 要介護

第2レベル
口のささいな
トラブル

口唇・舌の機能低下

咬合力低下

咀嚼機能・
嚥下機能低下

ポピュレーション
アプローチ

運動障害

第1レベル
口の健康リテラシー

の低下

専門知識を持つ
医師・歯科医師
による対応

地域歯科診療所
で対応

地域保健事業
介護予防による対応

低栄養
栄養障害

フレイルへの影響度



33

要介護高齢者

＜歯科的特徴＞
⃝認知機能の低下や身体の障害など個人の特性に応じたケアニーズが高くなります。
⃝自ら口腔ケアを行うことが困難なため、むし歯や歯周病のリスクが高くなります。
⃝多様な薬剤の服用によって、歯肉の肥大や唾液分泌の減少などが起こりやすくなります。
⃝全身の医学的管理が必要となり医療依存度が高まります。

＜指標＞【参考】
指標 現状値 目標値

介護老人福祉施設・介護老人保健施設での
定期的な歯科検診実施率※ 把握方法を検討 －

※定期的な歯科検診を受診する機会を提供する特養及び老健施設の割合(H27) 83.4%（県）

＜課題＞
　要介護高齢者は、認知機能の低下や身体の障害により歯みがきが困難なことや、服薬によっ
て唾液分泌量が減少するなどにより、口腔内の自浄作用が低下し、むし歯や歯周病が発症・進
行しやすくなります。
　要介護高齢者に対する口腔ケアでは、「誤嚥性肺炎」、咀嚼機能の低下や口腔の乾燥など「口
腔機能の低下」を予防することが重要です。
　自ら口腔ケアを行うことができない場合は、医学的管理を行う医師との連携や、家族や介護
者など支援者の理解を深め、適切なケアを提供することが必要です。

＜取組の方向性＞

⃝歯の喪失や口腔機能低下を予防し、「食べる」「話す」機能を長く維持できるように支援し
ます。重点

⃝本人、家族や介護者など支援者に対し、歯と口腔の健康の重要性について理解を深めます。

⃝日常的に適切な口腔ケアを受けられるように支援します。

⃝市民の歯科口腔保健の実態を分析し、ニーズの把握を進めます。 新規

対象像
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＜具体的な取組＞

歯科口腔保健推進事業（健康福祉局保健事業課）
　歯周病に関する正しい知識の普及・啓発を図ります。歯科医師等による歯周病予防、症状、治
療、予防等に関する講話及び歯科衛生士によるブラッシング指導、咀嚼筋・唾液腺マッサージ
等を行い、要介護状態に合わせたセルフケアの方法、歯や歯肉の状態を自分で観察出来る力を
育てるために必要な情報提供を行います。
　家族や介護者・施設関係職員などへは口腔ケアの介助方法等についての指導を行います。

オーラルフレイル予防対策（健康福祉局保健事業課）
　保健・医療・福祉・介護の専門多職種が歯と口腔の健康の重要性について理解を深め、日頃
の業務の中で歯科口腔保健に関し必要な対応を行うための視点を持てるよう、オーラルフレイ
ル予防に関する講話やブラッシング指導、健口体操などの研修を行います。

在宅要介護者訪問歯科健診事業（健康福祉局高齢在宅支援課）
　通院が困難な在宅高齢者を対象に、訪問歯科健診（歯科医師による歯科健診及び歯科衛生
士による歯科保健指導）を行うことにより、早期対応及び口腔機能の改善を図ります。

訪問口腔衛生指導事業（健康福祉局保健事業課）
　口腔保健指導が必要な対象者に、歯科衛生士が家庭訪問を実施し、口腔疾患の予防及び改
善、歯や口腔内の清掃方法、義歯等の取り扱い方法及び清掃方法、咀嚼嚥下機能の改善方法、
その他口腔衛生管理上の指導を行います。

訪問栄養指導事業（健康福祉局保健事業課）
　寝たきりの高齢者、外出が困難で訪問を必要とする要介護高齢者や家族・介護者などを対象
に、食生活について栄養士が相談・訪問します。低栄養を防止する観点から歯科口腔保健の取
組と連携します。

通院困難者等訪問歯科診療（医療局がん・疾病対策課）
　歯科診療所へ通院が困難な在宅療養者や入院患者（施設入所者）を対象に、訪問歯科診療を
実施し、口腔衛生や口腔機能の改善を支援します。

在宅歯科医療推進事業（医療局がん・疾病対策課）
　摂食嚥下機能評価を行える歯科医師・医療従事者の増加を図るための研修を実施するとと
もに、地域における関係職種の連携を推進します。
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医療従事者の認知症対応力向上研修（健康福祉局高齢在宅支援課）
　認知症の早期発見・早期対応、医療の提供等のための地域のネットワークの中で重要な役割
を担う、かかりつけ医、歯科医師、薬剤師、看護師、その他の病院勤務の医療従事者等に対する
認知症対応力向上研修を実施します。

子どもの口腔機能の低下について～口腔機能発達不全症子どもの口腔機能の低下について～口腔機能発達不全症
～～　ポリファーマシーは「Poly」+「Pharmacy」で多くの薬という意味です。

　薬の数に厳格な定義はありませんが、一般的には５～６剤以上をポリファーマシー
の目安とすることが多いようです。
　ポリファーマシーの問題は、薬の適切な管理ができずに、飲み忘れ・飲み間違えな
どによる薬の有害な作用が生じることや多剤の服用による薬物相互作用が生じる
ことです。歯科に関わる副作用として、唾液の分泌量が減ることによる口腔乾燥が
あります。また、唾液には免疫物質が含まれているので、唾液の分泌量が少ないと
むし歯や歯周病、口腔カンジダ症(※)にかかりやすくなり、飲み込みにくくなったり、
味がわかりにくくなったりすることもあります。
　また、薬剤費の負担が増えることや、服用する手間などQOL（生活の質）の低下
も課題と言われています。

（※）口腔カンジダ症…かびの一種が原因となり口のなかでおこ
る感染症。発症すると口腔内の粘膜や舌の表面に白い苔状
のものが付着し、赤く腫れて痛みを伴うこともあります。

ポリファーマシー（多剤併用）ポリファーマシー（多剤併用）

P16 P22

P26

P42

P45 P48-1

P48-2

P43-1

P43-2

P31

P35

コラム 8
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歯科口腔保健の推進に関する施策 ⅢⅢ

＜関係者の役割＞

実施主体 役割

横浜市

⃝本人、家族、介護者などに対し、適切な口腔ケアに関する情報
提供や口腔ケアの介助を行う際の技術指導を行います。

⃝身体・口腔の状態に応じた食事を摂れるよう支援します。
⃝地域包括ケアシステムの一環として歯科と医療・介護連携を推
進します。

市民
⃝かかりつけ歯科医を持ち、定期的に歯科検診や専門的な口腔
ケアを受けます。

⃝むし歯や歯周病の早期発見・早期治療に努めます。

歯科医療等関係者

⃝かかりつけ歯科医又は施設等の協力歯科医療機関として定期
的な歯科検診、歯科保健指導、専門的な口腔ケアを行います。

⃝市が実施する歯科保健事業に協力し、介護者に歯と口腔の健
康づくりの重要性を啓発します。

⃝円滑な医療・介護連携をすすめます。

保健医療等関係者及び
事業者

⃝要介護高齢者の歯科疾患予防の重要性や口腔機能の維持・向
上の重要性について理解し、その普及啓発について市や歯科
医療等関係者と連携します。

⃝円滑な医科歯科連携をすすめます。

事業所・施設

⃝歯科疾患の予防や口腔機能の維持について理解します。
⃝適切な口腔ケアの指導及び支援を行います。
⃝要介護高齢者の家族や介護者に、歯科疾患予防の重要性、口
腔機能の維持及び食事の介助方法等について指導及び支援
をします。

地域活動団体等 ⃝歯と口腔の健康づくりに関して学習し、活動を通じて地域に普
及します。
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（５）障害児及び障害者

＜歯科的特徴＞
⃝自ら口腔ケアを行うことが困難でむし歯や歯周病のリスクが高い場合があります。
⃝障害によっては摂食嚥下障害等があり医科的・歯科的管理が必要です。
⃝障害によっては日頃の口腔ケアの支援を受けることや、歯科受診が困難なことがあります。
⃝障害の特性、個人の特性に応じたケアニーズが高くなっています。

＜指標＞【参考】
指標 現状値 目標値

障害（児）者入所施設での定期的な歯科検診実施率※ 把握方法を検討 －
※定期的な歯科検診を受診する機会を提供する障害児者入所施設の割合(H28) 94.7%（県）

＜課題＞
　障害児及び障害者本人が日常的な口腔ケアを行うことや定期的な歯科検診を受診すること
が難しい場合があるため、介助者の関わりが重要です。
　むし歯や歯周病の管理だけでなく、摂食嚥下機能等の管理を行うなど、障害の特性や口腔機
能の発達の程度に応じて、日常的に適切な歯科口腔保健に取り組み、障害児及び障害者が口
腔の健康を維持し、質の高い生活を送れるよう支援が必要です。

対象像

受診している
66.9％

受診している
66.9％

受診していない
24.8％

受診していない
24.8％

受診したいが、 
受診できない
3.8％

受診したいが、 
受診できない
3.8％

無回答4.4％無回答4.4％

（図表８）障害を専門に診察してくれる主治医以外への受診状況（歯科クリニック）

出典：第4期横浜市障害者プラン策定に向けたニーズ把握調査結果報告書
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歯科口腔保健の推進に関する施策 ⅢⅢ

（図表９）障害を専門に診察してくれる主治医以外（歯科クリニック）へ受診したいが、	 	 	
受診できないと回答した方の困りごと（複数回答）

出典：第4 期横浜市障害者プラン策定に向けたニーズ把握調査結果報告書

＜取組の方向性＞

⃝歯の喪失や口腔機能低下を予防し、「食べる」「話す」機能を長く維持できるように支援し
ます。

⃝本人、家族や介助者など支援者に対し、歯と口腔の健康の重要性について理解を深めます。

⃝身近な地域で、かかりつけ歯科医による口腔ケアを受けられるよう、歯科医療等関係機
関と連携して環境整備を進めます。

⃝障害者関係機関と連携した歯科口腔保健のサービスの充実を図ります。新規 重点

⃝市民の歯科口腔保健の実態を分析し、ニーズの把握を進めます。 新規

11.611.6

13.513.5

3.03.0

30.330.3

14.214.2

20.620.6

9.49.4

7.57.5

（％）0 5 10 15 20 25 30 35

移動する手段がない等の理由で、
病院に行くことができない

治療の説明がよくわからない

障害を理由に診察の順番を後回しにされる

待合室での居場所がない、
または、待合室に居づらい

話をきちんと聞いてもらえない

障害特性を理解してもらえない

障害を理由に受診を断られる

障害特性に応じたコミュニケーション
手段を用意してもらえない



39

＜具体的な取組＞
歯科口腔保健推進事業（健康福祉局保健事業課）

　歯科口腔保健に関する正しい知識の普及・啓発を図ります。口腔ケアの方法など必要な情報
提供を行います。家族や介助者・施設関係職員等へは口腔ケアの介助方法等についての指導
を行います。

心身障害児・者歯科診療事業（医療局がん・疾病対策課）
　身近な地域では、心身障害児・者歯科診療事業協力医療機関が、障害児・者向けの歯科医療
を提供しています。横浜市歯科保健医療センターでは、一般の歯科医院では対応が困難な方に
対して障害者専門医が歯科医療を提供します。

通院困難者等訪問歯科診療事業（医療局がん・疾病対策課）
　通院が困難な在宅療養者や入院患者(施設入所者)、在宅心身障害児・者等を対象に、訪問歯
科診療を実施し、口腔衛生や口腔機能の改善を支援します。

訪問口腔衛生指導事業（健康福祉局保健事業課）
　歯科保健指導が必要な対象者に、歯科衛生士が家庭訪問を実施し、口腔疾患の予防及び改
善、歯や口腔内の清掃方法、義歯等の取り扱い方法及び清掃方法、咀嚼嚥下機能の改善方法、
その他口腔衛生管理上の指導を行います。

訪問栄養指導事業（健康福祉局保健事業課）
　外出が困難で訪問を必要とする障害児・者や家族・介助者などを対象に、食生活について栄
養士が相談・訪問します。

在宅歯科医療推進事業（医療局がん・疾病対策課）
　誤嚥性肺炎の対策として、嚥下内視鏡の整備及び適切な嚥下機能評価を行える歯科医師・
医療従事者の増加を図るため、研修を実施します。

横浜型医療的ケア児・者等コーディネーター(※)と横浜市歯科医師会の連携			 
（こども青少年局障害児福祉保健課、健康福祉局障害施策推進課、医療局がん・疾病対策
課、教育委員会事務局特別支援教育課）

　医療的ケア児・者等で在宅対応可能なかかりつけ歯科医を探している方に、医療的ケア児・
者等コーディネーターと歯科保健医療センターの歯科医師が連携し、対応可能な地域のかかり
つけ歯科医をつないでいきます。
(※)横浜型医療的ケア児・者等コーディネーター…医療的ケア児・者等と必要な医療・福祉・教育などの社会資
源をつなぐ専門的な研修を受けた訪問看護ステーションの看護師です。
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歯科口腔保健の推進に関する施策 ⅢⅢ

子どもの口腔機能の低下について～口腔機能発達不全症子どもの口腔機能の低下について～口腔機能発達不全症
～～

　意思の疎通が困難な方や身体の不自由や緊張で治療を受ける姿勢が困難な方な
ど、知的・精神的・身体的な障害や疾病があるために、安全に歯科医療を受けられな
いことがあります。
　横浜市では横浜市歯科医師会の協力のもと、障害の特性に応じて歯科医療機関
で口腔ケア、機能訓練、早期治療などの予防を行えるよう、障害児・者の歯科医療に
ついて、１次・２次・３次に区分した歯科医療体系を図っています。
　市内各区にも１次歯科医療機関として、「心身障害児・者歯科診療協力医療機関」
が設置されています。診療内容により、段階的に高次歯科医療機関へとつながって
いきますので、まずは身近な１次歯科医療機関を受診しましょう。

　２次歯科医療機関として障害児・者の全身麻酔下治療を含む高次歯科医療に対
応しています。また、より高度な全身管理や専門性を持った３次歯科医療機関とも
緊密な連携を取っています。

【所在地】 中区相生町6丁目107番地　電話 045-201-7737
【開設・運営主体】 一般社団法人横浜市歯科医師会（横浜市は運営費補助）

事業内容 診療日 診療時間
心身障害児・者
歯科診療

月～土
（日・祝・年末年始を除く） 午前９時～午後５時【予約制】

（受付は午後4時30分まで）通院困難者等
訪問歯科診療

月～土のうち週４日
（日・祝・年末年始を除く）

休日診療 日・祝・年末年始
（12月29日～1月4日） 午前10時～午後4時（受付は午後3時30分まで）

夜間診療 毎夜間（年中無休） 午後7時～午後11時（受付は午後10時30分まで）

　センターでは、地域の1次歯科医療機関のご案内や受診相談にも応じています
（歯科医療連携室）。

【歯科医療連携室】障害児・者
歯科診療、訪問診療等に
関する相談・問い合わせ

運営日：月～金（土・日・祝・年末年始を除く）
受付時間：午前９時～午後５時
電話：０１２０-８１４-５９４　ＦＡＸ：０１２０-４５８-５５７

１次歯科医療…通常の歯科診療所の人員と装備で対応できる医療
２次歯科医療…集約された人員と装備とやや高次の内容を持つ医療
３次歯科医療…専門的で包括的な内容を必要とする医療

障害児及び障害者の１次歯科医療から３次歯科医療について障害児及び障害者の１次歯科医療から３次歯科医療について

横浜市歯科保健医療センターについて横浜市歯科保健医療センターについて

コラム 9

コラム 10
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＜関係者の役割＞

実施主体 役割

横浜市
⃝本人、家族、介助者などへの適切な歯科口腔ケアについて関
係団体と連携して普及啓発します。

⃝対象に合った食事を摂取するための支援を行います。

市民
⃝かかりつけ歯科医を持ち、定期的に歯科検診や専門的な口腔
ケアを受けます。

⃝むし歯や歯周病の早期発見・早期治療に努めます。

歯科医療等関係者

⃝かかりつけ歯科医又は施設等の協力歯科医療機関として定期
的な歯科検診、歯科保健指導、専門的な口腔ケアを行います。

⃝市が実施する歯科保健事業に協力し、当事者及び介助者に歯
と口腔の健康づくりの重要性を啓発します。
⃝支援する関係者や、かかりつけ医と高度治療を担う医師との
良好な連携を維持します。

保健医療等関係者及び
事業者

⃝歯科疾患予防の重要性や口腔機能の維持・向上の重要性につい
て理解し、その普及啓発について市や歯科医療等関係者と連携
します。

保育・教育・
企業等事業所・施設

⃝歯科疾患予防の重要性や口腔機能の発達について理解し、適
切な指導及び支援を行います。

⃝家族や介助者に、歯科疾患予防の重要性、口腔機能の健全な
発達及び食事の介助方法等について啓発します。

地域活動団体等 ⃝歯と口腔の健康づくりに関して学習し、地域の活動において啓
発します。
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２ 歯科口腔保健の観点から推進する取組 ≪一部再掲≫

（１）食育

　食べる機能を維持することは健康寿命の延伸に大きく寄与します。食育は健全な心身の成
長・発達を促し、生活習慣病などの疾患を予防し、健康を維持・増進するために、すべての人に
必要な取り組みです。
　乳幼児期は食べることによって、噛む、飲み込むなどの口腔機能が発達します。口腔内の発
育・発達と連動した食事の形状や味つけの選択が必要となります。
　また、３食きちんと食べる、食べたら歯みがきをするなどの、食事と口腔ケアの習慣を学ぶ時
期であり、味覚を育む時期でもあります。
　小学校低学年は、乳歯が永久歯に生え変わるため、歯が揃わないことにより一時的に食べに
くくなり、柔らかいものを好むなど嗜好が変化しやすい時期です。噛む力を養うためには、適度
な固さのものを食べられるよう工夫をすることも必要です。
　中学生、高校生になると、市販の調理品を買う等、自分自身で食べ物を選んで食べる機会が
増えてきます。
　将来の生活習慣病を予防するためには過度な塩分・糖分の摂取をしないよう、給食や家庭で
薄味に慣れておくことや、無理なダイエットによる栄養不足、食べ過ぎによる肥満などに注意が
必要です。生活リズムを整えるためにも３食バランスよく食べ、食後の正しい口腔ケアの習慣化
が必要です。
　成人期では歯周病と生活習慣病のコントロールが重要です。また歯科検診を受けるなど、歯
科疾患の早期発見・早期治療に努め、高齢期に備えて歯の欠損を予防することが必要です。
　高齢期では、歯の欠損がある場合は、噛むことが難しくなり、肉などの良質なたんぱく質、野
菜などの繊維質やビタミンなど、健康維持に欠かせない栄養素が取りにくくなります。また、食
物の形状によっては、窒息の危険性もあります。調理方法の工夫や市販品を活用して必要な栄
養素をしっかりとることや、誤嚥性肺炎を予防するためにも、正しい口腔ケアの継続に加え健口
体操を取り入れて、オーラルフレイルを予防することも必要です。
　障害児及び障害者では、口腔機能や身体の発育・発達状況、精神的な健康状態に応じた食事
の選択や支援が必要です。

（取組・再掲）
⃝乳幼児期の食事指導 栄養講座
⃝学校給食
⃝生活習慣病対策
⃝オーラルフレイル予防
⃝介護予防
⃝訪問指導（保健・栄養・歯科）

P16 P22

P26

P42

P45 P48-1

P48-2

P43-1

P43-2

P31

P35
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（２）糖尿病等の生活習慣病対策

　近年、歯周病が全身の病気と関連していることが明らかになってきました。年々患者が増加
している糖尿病は、歯周病と相互に悪影響を及ぼしあっていることがわかっています。
　日常のセルフケアと定期的なかかりつけ歯科医によるプロフェッショナルケアにより、歯周病
予防に努めることが全身の病気の予防につながります。
　また、日々の生活習慣を見直すとともに、歯科健康診査やがん検診、特定健康診査などを受
診することによって生活習慣病を早期発見し、重症化を防ぐことが大切です。

（取組・再掲）
⃝疾病の重症化予防事業
⃝生活保護受給者等の健康支援事業
⃝健康経営を通じた口腔ケアの推進
⃝横浜市国保特定健康診査

P16 P22

P26

P42

P45 P48-1

P48-2

P43-1

P43-2

P31

P35

子どもの口腔機能の低下について子どもの口腔機能の低下について ～～
口腔機能発達不全症～口腔機能発達不全症～　歯周病は糖尿病の合併症の一つです。実際、糖尿病の人

は、そうでない人に比べて歯肉炎や歯周炎にかかっている人
が多いと疫学調査や研究で報告されています。
　さらに最近では、歯周病になると糖尿病の症状が悪化するという逆の関係も明ら
かになってきました。歯周病によって誘導されたTNF-αなどの炎症性サイトカイン（た
んぱく質）が糖尿病を誘発することが数々の疫学調査や研究で報告されています。
　つまり、歯周病と糖尿病は、相互に悪影響を及ぼしあっています。毎日の食生活
を含めた生活習慣を見直し、歯周病を予防する事が全身の生活習慣病を予防する
ことにつながります。もし糖尿病と診断された場合は、歯科も併せて受診するように
しましょう。

糖尿病と歯周病の関係糖尿病と歯周病の関係

P16 P22

P26

P42

P45 P48-1

P48-2

P43-1

P43-2

P31

P35

コラム 11
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歯科口腔保健の推進に関する施策 ⅢⅢ

（３）喫煙による影響への対策

　喫煙は全身の疾患リスクが増すだけでなく、口腔内にも悪影響を及ぼします。喫煙により、歯
周病が悪化しやすく、歯周病の自覚症状に気がつきにくくなります。また、自分がたばこを吸わ
なくても受動喫煙により、歯周病が悪化する恐れがあります。
　また、喫煙は全身のがんだけでなく口腔咽頭がんとも関係しています。口腔咽頭がんが進行
すれば、食べる・飲み込む・話すなどの口の機能に影響を及ぼします。歯科口腔保健の観点から
も、禁煙支援や喫煙による健康影響など正しい知識の普及啓発が必要です。

（取組・再掲）
⃝禁煙の推進
⃝喫煙・受動喫煙による健康影響の啓発
⃝研修会の開催などによる専門知識の共有と資質の向上
⃝市民への必要な情報提供と普及啓発

（図表10）喫煙と歯周病/歯周病と全身疾患に関する認識

出典：横浜市歯周病検診結果（令和元年度）

喫煙と歯周病の関係を知っている人の割合喫煙と歯周病の関係を知っている人の割合
歯周病と全身疾患の関係を知っている人の割合歯周病と全身疾患の関係を知っている人の割合
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子どもの口腔機能の低下について～口腔機能発達不全症子どもの口腔機能の低下について～口腔機能発達不全症
～～　煙草の煙にはニコチンなどの有害物質が含まれており、これらの有害物質が歯

周組織に悪影響を与えると考えられています。
　歯周病学会が2011年に発表した学会見解論文では、喫煙者は非喫煙者に比
べ、歯周病にかかりやすく、進行しやすいことを明らかにしました。
　また、2015年に国立がん研究センターと東京医科歯科大の研究グループが発
表した論文では、能動喫煙だけでなく受動喫煙も歯周病のリスクを高めることを明
らかにしました。男性では、喫煙者の歯周病のリスクは受動喫煙の経験のない非喫
煙者より約3.3倍高いことが報告されています。また、家庭のみで受動喫煙の経験
のある非喫煙者では約3.1倍、家庭および家庭
以外の場所で受動喫煙の経験のある非喫煙者で
は約3.6倍、歯周病のリスクがそれぞれ上昇した
と報告されています（表１）。喫煙することが喫煙
者自身の健康を損なうだけでなく、たばこから出
る煙によって他人の健康にも悪影響を与えるこ
とを理解する必要があります。

（表１）喫煙状況と重度歯周病のリスクとの関連

喫煙者
（能動喫煙）

家庭のみ
受動喫煙の経験の

ある非喫煙者

家庭および
家庭以外の場所で
受動喫煙の経験の

ある非喫煙者

受動喫煙の経験の
ない非喫煙者
（オッズ比）

3.3倍 3.1倍 3.6倍

喫煙・受動喫煙と歯周病の関係喫煙・受動喫煙と歯周病の関係

P16 P22

P26

P42

P45 P48-1

P48-2

P43-1

P43-2

P31

P35

コラム 12
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歯科口腔保健の推進に関する施策 ⅢⅢ

（４）災害に備えた対策

　災害時、ライフラインが寸断されて断水が続くと、歯みがきや義歯の手入れなどの口腔ケア
が行き届かず、口腔内を清潔に保つことが困難になります。食生活も変化して、口腔内の状況
が悪化しやすくなります。十分な水分摂取や食事ができないことから唾液が減って口腔内の細
菌を洗い流すことができなくなったり、歯みがきができないことで歯や口腔内に汚れがたまり、
むし歯や歯周病が発生しやすくなります。
　普段からむせやすい高齢者は、口腔内の細菌などが肺に入り「誤嚥性肺炎」を引き起こしやす
くなります。災害関連死で最も多いのは肺炎です。災害時こそ健康を保ちましょう。

（取組・再掲）
⃝災害時の口腔ケアの重要性についての普及啓発
⃝飲料水等の確保が難しい場面での口腔ケア方法の普及啓発
⃝避難グッズに歯ブラシ、デンタルリンスなどの口腔ケア用品の準備

（５）関係機関・団体等との適切な情報の共有及び市民への情報発信

　歯科医療関係者、保健医療関係者をはじめとした関係機関・団体間での取組や連携が促進す
るよう、各分野における各種連絡会等を通じて、歯科口腔保健に関する情報共有を行うことが
大切です。また、最新の知見に基づく正しい情報を発信することが、市民の健康行動につながり
ます。
　高齢者や障害者は情報収集の手段が限られ必要な情報を受け取りにくい状況があります。
一方で、若い世代では日常的な情報はSNSで得る傾向が高まっています。また、やさしい日本
語や多言語に対応する視点も必要です。対象者に応じて、情報の内容や発信方法の工夫が求
められています。

（取組）
⃝歯科口腔検討部会の定期開催による情報共有
⃝関係機関・団体等の連絡会等の場における情報発信・意見交換
⃝関係機関・団体等の機関紙・広報誌等と連携した広報
⃝インターネットコンテンツやメディアと連携した広報
⃝各種リーフレットのやさしい日本語版、多言語版の作成
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子どもの口腔機能の低下について～口腔機能発達不全症子どもの口腔機能の低下について～口腔機能発達不全症
～～　災害発生時、むし歯や歯周病など歯科的な問題があると避難所での生活におい

て食事が困難になります。また、睡眠不足などの不規則な生活になりがちで、免疫
力の低下により風邪などの感染症にかかるリスクが高くなります。口腔内の衛生状
態を改善し、食べる機能を整えておくことは、実は様々な感染症対策とも直結して
います。口腔内を清潔に保つことができないと、口腔内の細菌が増殖し、全身の病
気の悪化につながります。肺炎にかかりやすい高齢者では特に注意が必要です。
　災害時は水が不足するので、なるべく水を使わない方法で口腔ケアを行います。
歯磨き粉は口の中に残ると乾燥を誘発しやすいので、十分に口がすすげない時に
はなるべく使わないようにします。液体はみがきや洗口液は、水だけのうがいより
も歯垢の除去には効果的ですので、歯ブラシセットと共に非常持ち出し袋に入れて
おくとよいでしょう。
　歯ブラシがないときは食後に少量の水やお茶でうがいします。少量ずつ含んで複数
回に分けてすすいだほうが、口の中の汚れを効率よく吐き出すことができます。ハンカ
チやティッシュを指
に巻いて歯の表面
をこすって、歯垢を
取る方法も効果的
です。また、唾液に
は汚れを洗い流す
自浄作用があるの
で、唾液腺マッサー
ジで唾液を出すよ
うにしましょう。

災害時の口腔ケア（災害に備えて）災害時の口腔ケア（災害に備えて）

コラム 13

水不足の時の歯みがきの
方法（横浜市都筑区役所の
リーフレットより引用）
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歯科口腔保健の推進に関する施策 ⅢⅢ

子どもの口腔機能の低下について～口腔機能発達不全症子どもの口腔機能の低下について～口腔機能発達不全症
～～　横浜は、居留地で歯科診療所を開

設した米国人ウィリアム・クラーク・
イーストレイクにちなみ、「西洋歯科
医学発祥の地」と言われています。
　イーストレイクは、１８６５年（慶応元
年）９月に来日し、居留地１０８番地で
歯科診療所を開業。
　１８６９年（明治２年）にはドイツに転居しますが、１８８１年（明治１４年）に再び来日
し、居留地１６０番館で歯科診療所を開設しました。
　外国人の歯科診療活動の傍ら、日本人歯科医師の育成に尽力されたそうです。　

西洋歯科医学発祥の地、横浜西洋歯科医学発祥の地、横浜
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１ 歯科口腔保健の推進に関する法律
平成二十三年法律第九十五号

歯科口腔保健の推進に関する法律

（目的）
第一条 この法律は、口腔の健康が国民が健康で質の高い生活を営む上で基礎的かつ重要な

役割を果たしているとともに、国民の日常生活における歯科疾患の予防に向けた取組
が口腔の健康の保持に極めて有効であることに鑑み、歯科疾患の予防等による口腔
の健康の保持（以下「歯科口腔保健」という。）の推進に関し、基本理念を定め、並びに
国及び地方公共団体の責務等を明らかにするとともに、歯科口腔保健の推進に関する
施策の基本となる事項を定めること等により、歯科口腔保健の推進に関する施策を総
合的に推進し、もって国民保健の向上に寄与することを目的とする。

（基本理念）
第二条 歯科口腔保健の推進に関する施策は、次に掲げる事項を基本として行われなければな

らない。
一 国民が、生涯にわたって日常生活において歯科疾患の予防に向けた取組を行うとともに、歯
科疾患を早期に発見し、早期に治療を受けることを促進すること。

二 乳幼児期から高齢期までのそれぞれの時期における口腔とその機能の状態及び歯科疾患
の特性に応じて、適切かつ効果的に歯科口腔保健を推進すること。

三 保健、医療、社会福祉、労働衛生、教育その他の関連施策の有機的な連携を図りつつ、その
関係者の協力を得て、総合的に歯科口腔保健を推進すること。

（国及び地方公共団体の責務）
第三条 国は、前条の基本理念（次項において「基本理念」という。）にのっとり、歯科口腔保健の

推進に関する施策を策定し、及び実施する責務を有する。
２ 地方公共団体は、基本理念にのっとり、歯科口腔保健の推進に関する施策に関し、国との連
携を図りつつ、その地域の状況に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有する。

（歯科医師等の責務）
第四条 歯科医師、歯科衛生士、歯科技工士その他の歯科医療又は保健指導に係る業務（以下

この条及び第十五条第二項において「歯科医療等業務」という。）に従事する者は、歯
科口腔保健（歯の機能の回復によるものを含む。）に資するよう、医師その他歯科医療
等業務に関連する業務に従事する者との緊密な連携を図りつつ、適切にその業務を行
うとともに、国及び地方公共団体が歯科口腔保健の推進に関して講ずる施策に協力
するよう努めるものとする。

資料編Ⅳ



50

資料編 ⅣⅣ

（国民の健康の保持増進のために必要な事業を行う者の責務）
第五条 法令に基づき国民の健康の保持増進のために必要な事業を行う者は、国及び地方公共

団体が歯科口腔保健の推進に関して講ずる施策に協力するよう努めるものとする。

（国民の責務）
第六条 国民は、歯科口腔保健に関する正しい知識を持ち、生涯にわたって日常生活において自

ら歯科疾患の予防に向けた取組を行うとともに、定期的に歯科に係る検診（健康診査
及び健康診断を含む。第八条において同じ。）を受け、及び必要に応じて歯科保健指導
を受けることにより、歯科口腔保健に努めるものとする。

（歯科口腔保健に関する知識等の普及啓発等）
第七条 国及び地方公共団体は、国民が、歯科口腔保健に関する正しい知識を持つとともに、生

涯にわたって日常生活において歯科疾患の予防に向けた取組を行うことを促進するた
め、歯科口腔保健に関する知識及び歯科疾患の予防に向けた取組に関する普及啓発、
歯科口腔保健に関する国民の意欲を高めるための運動の促進その他の必要な施策を
講ずるものとする。

（定期的に歯科検診を受けること等の勧奨等）
第八条 国及び地方公共団体は、国民が定期的に歯科に係る検診を受けること及び必要に応じ

て歯科保健指導を受けること（以下この条及び次条において「定期的に歯科検診を受け
ること等」という。）を促進するため、定期的に歯科検診を受けること等の勧奨その他の
必要な施策を講ずるものとする。

（障害者等が定期的に歯科検診を受けること等のための施策等）
第九条 国及び地方公共団体は、障害者、介護を必要とする高齢者その他の者であって定期的

に歯科検診を受けること等又は歯科医療を受けることが困難なものが、定期的に歯科
検診を受けること等又は歯科医療を受けることができるようにするため、必要な施策を
講ずるものとする。

（歯科疾患の予防のための措置等）
第十条 前三条に規定するもののほか、国及び地方公共団体は、個別的に又は公衆衛生の見地

から行う歯科疾患の効果的な予防のための措置その他の歯科口腔保健のための措置
に関する施策を講ずるものとする。

（口腔の健康に関する調査及び研究の推進等）
第十一条 国及び地方公共団体は、口腔の健康に関する実態の定期的な調査、口腔の状態が全

身の健康に及ぼす影響に関する研究、歯科疾患に係るより効果的な予防及び医療に
関する研究その他の口腔の健康に関する調査及び研究の推進並びにその成果の活
用の促進のために必要な施策を講ずるものとする。
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（歯科口腔保健の推進に関する基本的事項の策定等）
第十二条 厚生労働大臣は、第七条から前条までの規定により講ぜられる施策につき、それらの

総合的な実施のための方針、目標、計画その他の基本的事項を定めるものとする。
２ 前項の基本的事項は、健康増進法（平成十四年法律第百三号）第七条第一項に規定する基
本方針、地域保健法（昭和二十二年法律第百一号）第四条第一項に規定する基本指針その
他の法律の規定による方針又は指針であって保健、医療又は福祉に関する事項を定めるも
のと調和が保たれたものでなければならない。

３ 厚生労働大臣は、第一項の基本的事項を定め、又はこれを変更しようとするときは、あらかじ
め、関係行政機関の長に協議するものとする。

４ 厚生労働大臣は、第一項の基本的事項を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを
公表するものとする。

第十三条 都道府県は、前条第一項の基本的事項を勘案して、かつ、地域の状況に応じて、当該
都道府県において第七条から第十一条までの規定により講ぜられる施策につき、そ
れらの総合的な実施のための方針、目標、計画その他の基本的事項を定めるよう努
めなければならない。

２ 前項の基本的事項は、健康増進法第八条第一項に規定する都道府県健康増進計画その他
の法律の規定による計画であって保健、医療又は福祉に関する事項を定めるものと調和が
保たれたものでなければならない。

（財政上の措置等）
第十四条 国及び地方公共団体は、歯科口腔保健の推進に関する施策を実施するために必要

な財政上の措置その他の措置を講ずるよう努めるものとする。

（口腔保健支援センター）
第十五条 都道府県、保健所を設置する市及び特別区は、口腔保健支援センターを設けること

ができる。
２ 口腔保健支援センターは、第七条から第十一条までに規定する施策の実施のため、歯科医療
等業務に従事する者等に対する情報の提供、研修の実施その他の支援を行う機関とする。

　附 則
この法律は、公布の日から施行する。
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２ 横浜市歯科口腔保健の推進に関する条例
平成31年2月25日

条例第1号
横浜市歯科口腔保健の推進に関する条例

（目的）
第1条 この条例は、歯及び口腔の健康が健康寿命の延伸及び生活の質の向上に重要な役割を果

たしていることに鑑み、歯科口腔保健の推進に関し、基本理念を定め、横浜市(以下「市」とい
う。)、市民、歯科医療等関係者、保健医療等関係者及び事業者(労働者を使用して市内で事
業を行う者をいう。以下同じ。)の責務を明らかにするとともに、歯科口腔保健の推進に関す
る施策の基本となる事項を定めることにより、歯科口腔保健の推進に関する施策を総合的
かつ計画的に実施し、もって市民の生涯にわたる健康づくりに寄与することを目的とする。

(定義)
第2条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
(1) 歯科口腔保健 歯科疾患の予防等による歯及び口腔の健康の保持増進並びにこれらの
機能の維持向上を図ることをいう。

(2) 歯科医療等業務 歯科医師、歯科衛生士、歯科技工士その他の歯科医療又は保健指導
に係る業務をいう。

(3) 歯科医療等関係者 歯科医療等業務に従事する者及びこれらの者で組織する団体をいう。
(4) 保健医療等関係者 保健、医療、福祉又は教育に係る業務に従事する者であって歯科口
腔保健に関する業務を行うもの(歯科医療等関係者を除く。)及びこれらの者で組織す
る団体をいう。

(5) 歯科検診 歯及び口腔の検診(健康診査及び健康診断を含む。)をいう。

(基本理念)
第3条 歯科口腔保健の推進に関する施策は、次に掲げる事項を基本理念として行うものとする。
(1) 歯及び口腔の健康が健康寿命の延伸及び生活の質の向上に重要な役割を果たしてい
るという認識の下、市民が、歯科口腔保健に関する正しい知識を持ち、生涯にわたって
日常生活において行う歯科口腔保健に関する取組を推進すること。

(2) 乳幼児期から高齢期までのそれぞれの時期における歯並びに口腔及びその機能の状態
並びに歯科疾患の特性に応じて、適切かつ効果的に歯科口腔保健を推進すること。

(3) 保健、医療、福祉、労働衛生、教育、食育その他の歯及び口腔の関連分野における施策と
の連携を図り、その関係者の協力を得て、総合的かつ計画的に歯科口腔保健を推進する
こと。
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(市の責務)
第4条 市は、前条の基本理念にのっとり、歯科口腔保健の推進に関する施策を策定し、及び総

合的かつ計画的に実施するものとする。
2 市は、歯科口腔保健の推進に関する施策の策定及び実施に当たっては、国、神奈川県、歯科
医療等関係者及び保健医療等関係者との連携及び協力に努めるものとする。

3 市は、市民が歯科口腔保健に関する理解を深め、市民による歯科口腔保健に関する活動へ
の参加を促進するため、歯科口腔保健に関する知識及び歯科疾患の予防に向けた取組に関
する普及啓発、歯科口腔保健に関する市民の意欲を高めるための運動の促進その他の必要
な施策を講ずるものとする。

4 市は、事業者その他の者が行う歯科口腔保健に関する取組の効果的な推進を図るため、情
報の提供、助言その他の必要な支援を行うものとする。

(市民の責務)
第5条 市民は、歯科口腔保健に関する理解を深め、歯科検診及び歯科保健指導を活用する等、生

涯にわたって日常生活において自ら歯科口腔保健の取組を行うよう努めるものとする。

(歯科医療等関係者の責務)
第6条 歯科医療等関係者は、良質かつ適切な歯科医療及び歯科保健指導を行うよう努めるも
のとする。

2 歯科医療等関係者は、歯科口腔保健(歯及び口腔の機能の回復によるものを含む。)の推進
に関し、保健医療等関係者との連携に努めるとともに、市が実施する歯科口腔保健の推進
に関する施策に協力するよう努めるものとする。

(保健医療等関係者及び事業者の責務)
第7条 保健医療等関係者は、その業務において、歯科口腔保健の推進に積極的な役割を果た

すよう努めるとともに、日常生活において歯科口腔保健に関する取組が困難な者に対
して、必要な支援を行うよう努めるものとする。

2 保健医療等関係者は、歯科口腔保健の推進に関し、歯科医療等関係者との連携に努めるとと
もに、市が実施する歯科口腔保健の推進に関する施策に協力するよう努めるものとする。

3 事業者は、その従業員の歯科口腔保健の推進に積極的な役割を果たすよう努めるものとする。

(基本的施策)
第8条 市は、歯科口腔保健を推進するため、次に掲げる事項を基本とする施策を策定し、及び

実施するものとする。
(1) 市民が、歯科口腔保健に関する正しい知識を持ち、日常生活において行う歯科口腔保
健に関する取組の推進に関すること。

(2) 市民が、定期的に歯科検診を受けるための勧奨及び必要に応じて歯科保健指導を受け
るための勧奨に関すること。

(3) 妊娠中における歯科口腔保健の推進並びに歯科口腔保健を通じた母体の健康の保持
及び胎児の健全な発育に関すること。
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(4) 乳幼児期及び学齢期(小学校就学の始期から満18歳に達するまでの期間をいう。)にお
ける歯科口腔保健の推進及び歯科口腔保健を通じた健全な育成に関すること。

(5) 成人期(満18歳から満65歳に達するまでの期間をいう。)における歯科口腔保健の推進
に関すること。

(6) 高齢期における歯科口腔保健の推進に関すること。
(7) 障害児及び障害者の歯科口腔保健の推進に関すること。
(8) 歯科口腔保健の観点からの食育及び糖尿病その他の生活習慣病に対する対策の推進
に関すること。

(9) 喫煙による口腔内への影響に対する対策の推進に関すること。
(10) 歯科医療等関係者及び保健医療等関係者に対する情報の提供その他連携強化を図る

ための体制の整備に関すること。
(11) 災害時における歯科口腔保健の推進に関すること。
(12) 前各号に掲げるもののほか、歯科口腔保健の推進に関すること。

(歯科口腔保健推進計画の策定)
第9条 市は、市民の生涯にわたる歯科口腔保健の推進に関する施策を総合的かつ計画的に

実施するため、歯科口腔保健の推進に関する計画(以下「歯科口腔保健推進計画」とい
う。)を定めるものとする。

2 市は、歯科口腔保健推進計画を定めるに当たっては、健康増進法(平成14年法律第103号)
第8条第2項の規定に基づき策定する健康増進計画と整合性を図るとともに、市域における
官民データ(官民データ活用推進基本法(平成28 年法律第103号)第2条第1項に規定する
官民データをいう。)を活用するものとする。

(財政上の措置)
第10条 市は、歯科口腔保健の推進に関する施策を実施するため、必要な財政上の措置を講

ずるものとする。

(意見聴取)
第11条 市長は、歯科口腔保健推進計画を策定し、若しくはその進捗管理を行い、又は歯科口

腔保健の推進に関する重要事項を定めるに当たっては、横浜市附属機関設置条例
(平成23年12月横浜市条例第49号)に基づく健康横浜21推進会議の意見を聴くも
のとする。

(委任)
第12条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が定める。

　附 則
この条例は、平成31年4月1日から施行する。
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３ 歯科口腔保健推進検討部会設置要綱
制定 令和元年7月29日健保事第1204号（局長決裁）

（目的）
第１条 この要綱は、歯科口腔保健の推進に関して専門的見地から検討するため、横浜市歯科

口腔保健の推進に関する条例（以下「条例」という。）第11条及び健康横浜21推進会議
運営要綱（以下「要綱」という。）第７条第１項に基づき設置する「歯科口腔保健推進検討
部会」（以下「検討部会」という。）の運営に関し必要な事項について定めるものとする。

（検討事項）
第２条 検討部会は、次の事項について検討を行うものとする。
（１）歯科口腔保健の推進に関する事項
（２）その他必要な事項

（構成）
第３条 検討部会は、要綱第7条第2項に基づき、健康横浜21推進会議（以下「推進会議」とい

う。）の委員及び要綱第4条に基づき市長が任命した臨時委員のうちから推進会議の会
長が指名する者をもって組織する。

（任期）
第４条 委員の任期は2年以内とする。ただし、委員に欠員が生じた時の補欠委員の任期は前任

者の残任期間とする。
２ 委員は、再任されることができる。

（部会長等）
第５条 検討部会に部会長及び副部会長を置く。
２ 部会長は、委員の互選によりこれを定める。副部会長は、委員の中から部会長が指名する。
３ 部会長は、検討部会を代表し、会務を掌理する。
４ 副部会長は、部会長が欠けたとき、その職務を代理する。

（会議）
第６条 検討部会の会議は、部会長が招集する。ただし、委員任命後、部会長選出前の検討部会

の会議は、推進会議の会長が招集する。
２ 部会長は、検討部会の会議の議長とする。
３ 検討部会は、委員の過半数の出席により開催する。
４ 検討部会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数の場合は、検討部会の部
会長の決するところによる。

５ 検討部会を欠席する予定の委員は、第２条に関する意見を書面により事前に提出することが
できる。
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（会議の公開）
第７条 横浜市の保有する情報の公開に関する条例（平成12年2月横浜市条例第1号）第31条

の規定により、検討部会の会議については、一般に公開するものとする。ただし、委員の
承諾があれば、会議の一部又は全部を非公開とすることができる。

（意見の聴取等）
第８条 部会長は、検討部会の運営上必要があると認めるときは、関係者の出席を求め、その意

見又は説明を聴くほか、資料の提出その他必要な協力を求めることができる。

（推進会議への報告）
第９条 検討部会は、会議内容を推進会議へ報告するものとする。

（守秘義務）
第10条 委員及び関係者は、検討部会の運営上知りえた秘密を厳守するとともに、これを他に

利用してはならない。

（庶務）
第11条 検討部会の庶務は、健康福祉局保健事業課において処理する。

（委任）
第12条 この要綱に定めるもののほか、検討会の運営に関し必要な事項は、部会長が検討会の

会議に諮って定める。

　附 則
　（施行期日）
この要綱は、令和元年7月29日から施行する。
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４ 歯科口腔保健推進検討部会 委員名簿

（敬称略・五十音順）

氏名 職名

委員 石黒 梓 鶴見大学短期大学部歯科衛生科 講師

委員 川田 剛裕
公益社団法人神奈川県医師会 理事神奈川県内科医学会 
糖尿病対策委員会 副委員長

委員 佐藤 信二 一般社団法人横浜市歯科医師会 常務理事

委員
塩山 母都子 横浜市東寺尾地域ケアプラザ 所長（令和２年度第1回部会まで）

板山 重樹 横浜市駒岡地域ケアプラザ 所長（令和２年度第２回部会から）

委員 清水 龍男 横浜市心身障害児者を守る会連盟 代表幹事

委員 鈴木 裕子 国士館大学文学部教育学科 教授 （横浜市学校保健審議会委員）

委員 瀬戸 卓 一般社団法人横浜市薬剤師会 常務理事

委員 田中 伸一 横浜市保健活動推進員会 会長

委員 藤田 淳志 一般社団法人横浜市私立保育園園長会 理事

委員 堀元 隆司 一般社団法人横浜市歯科医師会 副会長

委員 守分 光代 横浜市食生活等改善推進員協議会 会長

委員

山本 妙子
公益社団法人神奈川県栄養士会 副会長
 （令和元年度第2回部会まで）

長谷川 利希子
公益社団法人神奈川県栄養士会 副会長 
（令和２年度第1回部会から）

部会長 山本 龍生
神奈川歯科大学大学院歯学研究科 災害医療・社会歯科学講座 
教授

委員 渡辺 哲 神奈川県産業保健総合支援センター 所長
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５ 検討部会開催状況

令和元年度 第１回 歯科口腔保健推進検討部会

開催日時 令和元年１０月１７日(木曜日) １９時～２１時

開催場所 市庁舎５階 関係機関執務室

出席者 歯科口腔保健推進検討部会委員１４名

開催形態 公開（傍聴者０名）

議題
１．横浜市歯科口腔保健の推進に関する条例について
２．本市の歯科口腔保健施策の現状について
３．歯科口腔保健推進計画の策定について

令和元年度 第２回 歯科口腔保健推進検討部会

開催日時 令和２年１月２９日(水曜日) １９時～２１時

開催場所 市庁舎５階 関係機関執務室

出席者 歯科口腔保健推進検討部会委員１３名（欠席者１名）

開催形態 公開（傍聴者０名）

議題
１．第１回歯科口腔保健推進検討部会の議事について
２．今後のスケジュールについて
３．歯科口腔保健推進計画骨子（案）について

令和２年度 第１回 歯科口腔保健推進検討部会

開催日時 令和２年９月１４日(月曜日) １９時～２１時

開催場所 市庁舎１８階みなと１・２・３会議室

出席者 歯科口腔保健推進検討部会委員１２名（欠席者２名）

開催形態 公開（傍聴者０名）

議題
１．令和２年度第１回健康横浜２１推進会議の議事について
２．歯科口腔保健令和３年度から４年度の取組（案）について
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令和２年度 第２回 歯科口腔保健推進検討部会

開催日時 令和３年１月１８日(月曜日) ※書面による開催

開催場所 －

出席者 歯科口腔保健推進検討部会委員14名

開催形態 公開

議題
１．令和２年度第１回歯科口腔保健推進検討部会の振り返りについて
２．令和３年度から令和４年度の取組（案）に対する関係団体からの御意見について
３．令和３年度から令和４年度の取組（案）のとりまとめ
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６ 指標一覧

本取組に掲げる指標一覧（再掲）

対象 内容 現状値 市の目標(R4) 出典・
データソース

乳幼児期 3歳児でむし歯のない者の割合
90.7％
（H30）

90％以上に維持
(かつ増加傾向)

地域保健・
健康増進
事業報告

学齢期 12歳児の1人平均むし歯数

0.57本※

（R1）
※市立中学1年生

の平均

維持・
減少傾向へ

横浜市学校
保健統計調査

成人期

40歳代における進行した歯肉炎
を有する者の割合

26.6％
（H28）

維持・
減少傾向へ

県民歯科保健
実態調査
(横浜市分)

過去1年間に歯科健診を受けた
者の割合

男性45.2％
女性56.0％
（H28）

65％
健康に関する
市民意識調査

妊婦歯科健康診査受診率
36.6％
（H30）

40％ 事業報告

高齢期

60歳代でなんでも噛んで食べる
ことのできる者の割合

76.9％
（H28）

80％
県民歯科保健
実態調査
(横浜市分)

80歳で20歯以上の自分の歯を
有する者の割合

47.3％
(H25,26,27)

50％
国民(県民)健康・
栄養調査
(横浜市分)

要介護
高齢者

介護老人福祉施設・介護老人保
健施設での定期的な歯科検診実
施率

把握方法
を検討

－ －

障害児
及び障害者

障害（児）者入所施設での定期的
な歯科検診実施率

把握方法
を検討

－ －
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(参考）「歯科口腔保健の推進に関する基本的事項(厚生労働省)」に掲げる指標一覧

対象 内容 市の直近値 市の目標値 出典・
データソース

乳幼児期 3歳児での不正咬合等が認められる
者の減少

15.3％
(H30)

－
地域保健・
健康増進
事業報告

学齢期

12歳児でう蝕のない者の割合の増加
男性74.0％
女性69.3％
（R1）

－

横浜市学校
保健統計調査

中学生・高校生における歯肉に炎症所
見を有する者の割合の減少

中学生24.2%
高校生19.6%
（R1）

－

成人期

20歳代における歯肉に炎症所見を有
する者の割合の減少

49.7％
(H28)

－

県民歯科保健
実態調査
(横浜市分)

40歳の未処置歯を有する者の割合の
減少

28.4％
（H28）

－

40歳で喪失歯のない者の割合の増加
53.2％
（H28）

－

高齢期

60歳の未処置歯を有する者の割合の
減少

20.3％
（H28）

－

60歳代における進行した歯周炎を有
する者の割合の減少

67.5％
(H28)

－

60歳で24歯以上の自分の歯を有す
る者の割合の増加

65.5％
(H28)

－

注）本取組に掲げる基本的事項の指標を除く。
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（参考）健康横浜２１に掲げる歯科口腔保健関連の行動目標・関連指標一覧

（１）乳幼児期・学齢期関連（育ち・学びの世代※）

分
類

分
野 内容 策定時値 直近値 目標値 出典・

データソース

行
動
目
標

歯・口
腔

3歳児でむし歯のない者の
割合 83.9％ 87.5％

(H27) 90％ 地域保健・健康
増進事業報告

12歳児の1人平均むし歯数 0.55本
0.33本(R1)
※小学6年生の

平均

維持・
減少傾向へ

横浜市学校
保健統計調査

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
項
目

生
活
習
慣

甘味飲料をほぼ毎日飲む
者の割合

3歳児 33.9％
5歳児 26.7％
　小4 26.6％
　中1 38.5％
　高1 38.9％

3歳児 29.7％
5歳児 26.4％
　小4 24.3％
　中1 29.4％
　高1 33.0％
(H28)

－

県民歯科保健
実態調査
（横浜市分）

甘いお菓子を毎日食べる
者の割合

3歳児 37.3％
5歳児 53.8％
　小4 44.6％
　中1 25.0％
　高1 32.9％

3歳児 30.8％
5歳児 55.8％
　小4 45.9％
　中1 21.1％
　高1 29.0％
(H28)

－

社
会
環
境

1歳6か月児事後指導実施
状況（事後教室及び経過歯
科健診）

10,207人
11,076人
(H30)

－

事業報告
乳幼児歯科相談実施状況 4,137人

2,852人
(H30)

－

保育士のための歯の保健
指導法研修会参加人数（歯
科医師会委託事業）

91人
40人
(H30)

－

乳幼児保健研修会参加人数
（歯科医師会委託事業）

209人
80人
(H30)

－

※第2期健康横浜２１における対象世代（以下、同じ）
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（２）成人期関連（働き・子育ての世代）

分
類

分
野 内容 策定時値 直近値 目標値 出典・

データソース

行
動
目
標

歯・口
腔

40歳代における進行した歯
周炎を有する者の割合 21.0％ 26.6％

(H28)
維持・

減少傾向へ

県民歯科保健
実態調査

（横浜市分）

過去1年間に歯科健診を受診
した者の割合

男性42.5％
女性54.2％

男性45.2％
女性56.0％

(H28)
65％ 健康に関する

市民意識調査

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
項
目

疾
病
状
況

歯周疾患検診受診者の内、要
精検、要治療だった者の割合

83.58％
88.76％
(H27)

－
横浜市保健
統計年報

20歳代における歯肉に炎症
所見を有する者の割合

53.36％
41.8％
(H28)

－

県民歯科保健
実態調査
（横浜市分）

身
体
状
況
40歳で喪失歯のない者の割合 49.2％

58.2％
(H28)

－

生
活
習
慣

デンタルフロスを毎日、また
は時々使うようにしている者
の割合

68.7％
75.8％
(H28)

－

歯周疾患検診受診者数 335
783
(H27)

－
横浜市保健
統計年報

この1年間に歯科医院、職
場、市町村で定期歯科検診を
受けた者の割合

57.9％
53.9％
(H28)

－
県民歯科保健
実態調査
（横浜市分）意

識・知
識

8020運動について意味を
知っている者の割合

39.9％
41.2％
(H28)

－

社
会
環
境

妊婦歯科健康診査実施状況 策定時未実施
10,198人
(H30)

－ 事業報告

歯科健診実施人数(個別) 28,415人
41,244人
(H27)

－
横浜市保健
統計年報

歯科健診実施人数(集団) 110,344人
110,232人
(H27)

－

各区歯周病疾患予防教室数
開催数

269回
664回
(H30)

－ 事業報告
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（３）高齢期関連（稔りの世代）

分
類

分
野 内容 策定時値 直近値 目標値 出典・

データソース

行
動
目
標

食
生
活
、

歯・口
腔

60歳代でなんでも噛んで食べ
ることのできる者の割合 67.7％ 76.9％

(H28) 80％
県民歯科保健

実態調査
（横浜市分）

歯・口
腔

80歳で20歯以上の自分の歯を
有する者の割合 36.2％ 47.3％

(H25・26・27) 50％
国民(県民)

健康・栄養調査
（横浜市分）

過去1年間に歯科健診を受診し
た者の割合

男性42.5％
女性54.2％

男性45.2％
女性56.0％

(H28)
65％ 健康に関する

市民意識調査

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
項
目

疾
病
状
況

歯周疾患検診受診者の内、要精
検、要治療だった者の割合

83.58％
88.76％
(H27)

－
横浜市保健
統計年報

60歳代における進行した
歯周炎を有する者の割合

42.69％
67.5％
(H28)

－
県民歯科保健
実態調査
（横浜市分）

生
活
習
慣

65歳以上で、健康や介護予防の
ために、口の中を清潔にしている
（歯磨き、うがい等）者の割合

67.1％
68.6％
(H28)

－
横浜市高齢者
実態調査

デンタルフロスを毎日、または
時々使うようにしている者の割合

68.7％
75.8％
(H28)

－
県民歯科保健
実態調査
（横浜市分）

歯周疾患検診受診者数 335
783
(H27)

－
横浜市保健
統計年報

この1年間に歯科医院、職場、
市町村で定期歯科検診を受け
た者の割合

57.9％
53.9％
(H28)

－
県民歯科保健
実態調査
（横浜市分）意

識・知
識

8020運動について意味を知っ
ている者の割合

39.9％
41.2％
(H28)

－

社
会
環
境

歯科健診実施人数(個別) 28,415人
41,244人
(H27)

－
横浜市保健
統計年報

歯科健診実施人数(集団) 110,344人
110,232人
(H27)

－

各区歯周病疾患予防教室数
開催数

269 回
664 回
(H30)

－ 事業報告
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（４）歯科口腔保健の観点から推進する取組関連
分
類

分
野 内容 策定時値 直近値 目標値 出典・

データソース

行
動
目
標

食
生
活
朝食を食べている小・中学生の割合 94.0％

93.3％
(H28)

100％に
近づける

横浜市食育
目標に関する
調査

喫
煙

未成年者と同居する者の喫煙率
男性29.9％
女性10.5％

男性31.1％
女性12.2％
（H28）

減少
傾向へ

健康に関する
市民意識調査

成人の喫煙率 20.0％
19.7％
（H28）

12％
国民生活
基礎調査
（横浜市分）

非喫煙者のうち日常生
活の中で受動喫煙の機
会を有する者の割合

家庭 9.9％
9.4％
(H28)

3.6％

健康に関する
市民意識調査

職場 14.7％
14.9％
(H28)

0％

飲食店 41.8％
35.7％
(H28)

17.2％

行政機関 5.6％
6.6％
(H28)

0％

医療機関 0.6％
0.5％
(H28)

0％

COPDの認知率
男性33.0％
女性41.0％

男性33.8％
女性38.9％
（H28）

80％

生
活
習
慣
病

特定健診受診率（40歳以上の横浜
市国民健康保険加入者）

19.7％
21.9％
（H27）

40.5％
横浜市国民
健康保険特定
健診法定報告

（参考）その他本取組の指標に関連する参考値一覧

対象 内容 参考値 出典・
データソース

乳幼児期 ３歳児歯科健康診査受診者数
（受診率）

29,265人（96.2％）
(H30)

地域保健・健康増進事業報告

学齢期 12歳(市立中学1年生)でむし
歯のある者の割合

男子25.98%
女子30.72%(R1)

横浜市学校保健統計調査

高齢期 80歳で20歯以上の自分の歯
を有する者の割合

51.6％(R1) 健康とくらしの調査(横浜市)
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７ オーラルフレイルに関する参考データ

①健康・予防のための取組

健康や介護予防のために取り組んでいること

経年比較（高齢者一般調査の上位5項目）

調
査
数(

n)

口
の
中
を
清
潔
に
し
て
い
る（
歯
み
が
き
、う
が
い
な
ど
）

掃
除
や
洗
濯
、調
理
な
ど
、自
分
で
で
き
る
こ
と
は
自
分
で
す
る

か
か
り
つ
け
の
医
師（
主
治
医
）に
定
期
的
に
診
て
も
ら
っ
て
い
る

年
１
回
は
健
康
診
断
を
受
け
て
い
る

栄
養
バ
ラ
ン
ス
や
、か
む
回
数
に
気
を
つ
け
て
食
事
を
し
て
い
る

規
則
的
な
生
活
を
心
が
け
て
い
る（
夜
更
か
し
を
し
な
い
な
ど
）

休
養
や
睡
眠
を
十
分
に
と
っ
て
い
る

た
ば
こ
を
や
め
た
、ま
た
は
吸
っ
て
い
な
い

か
か
り
つ
け
の
歯
科
医
師
に
定
期
的
に
診
て
も
ら
っ
て
い
る

年
１
回
は
歯
科
健
診
を
受
け
て
い
る

気
持
ち
を
で
き
る
限
り
明
る
く
保
っ
て
い
る

ウ
ォ
ー
キ
ン
グ
や
体
操
な
ど
、自
分
に
合
っ
た
ペ
ー
ス
で
定
期
的
に
運
動
を
し
て
い
る

趣
味
や
学
習
を
楽
し
む

ウ
ォ
ー
キ
ン
グ
や
体
操
な
ど
、１
回
30
分
、週
２
回
以
上
、定
期
的
に
運
動
を
し
て
い
る

読
み
書
き
や
計
算
な
ど
、頭
を
使
う
作
業
に
取
り
組
ん
で
い
る

お
酒
を
飲
み
す
ぎ
な
い

定
期
的
な
運
動
を
す
る
た
め
に
、よ
こ
は
ま
ウ
ォ
ー
キ
ン
グ
ポ
イ
ン
ト
の
歩
数
計
や

ス
マ
ホ
ア
プ
リ
で
歩
数
を
確
認
し
て
い
る

地
域
活
動
や
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
に
参
加
す
る

そ
の
他

特
に
な
い

無
回
答

一般40～64歳 1,806 55.3 44.0 21.8 63.9 34.1 30.7 30.8 45.7 19.4 30.4 23.5 27.6 28.1 20.7 17.2 30.6 11.3 3.6 1.1 5.8 0.5

高齢者一般 3,071 70.9 65.9 57.2 55.3 53.6 48.7 48.6 45.5 41.8 38.8 37.0 36.8 35.8 32.1 31.5 31.4 17.5 10.9 0.6 1.6 1.2

要支援 534 68.4 65.7 76.8 42.7 46.1 42.3 46.8 38.4 42.3 34.8 36.3 29.0 21.9 22.7 30.9 23.6 7.9 3.7 1.1 2.4 1.1

未利用 1,014 65.4 57.7 73.4 45.4 41.4 45.6 56.7 43.3 36.2 32.1 38.0 26.4 19.3 19.7 21.8 22.7 9.7 5.9 0.7 2.0 1.2

（％）

（％）

一般40～64歳 高齢者一般 要支援 未利用

R1
2019年

H28
2016年

H25
2013年

R1
2019年

H28
2016年

H25
2013年

R1
2019年

H28
2016年

H25
2013年

R1
2019年

H28
2016年

H25
2013年

口の中を清潔にしている（歯みがき、うがいなど） 55.3 60.4 57.5 70.9 68.6 67.4 68.4 76.9 74.3 68.4 67.2 60.6

掃除や洗濯、調理など、自分でできることは自分でする 44.0 65.9 65.7 65.7

かかりつけの医師（主治医）に定期的に診てもらっている 21.8 33.2 32.0 57.2 60.6 60.6 76.8 80.7 78.9 76.8 72.9 73.7

年１回は健康診断を受けている 63.9 69.8 62.9 55.3 51.7 50.7 42.7 46.0 41.8 42.7 37.8 35.4

栄養バランスや、かむ回数に気をつけて食事をしている 34.1 36.0 39.7 53.6 46.1 46.5 46.1 49.2 49.4 46.1 42.1 44.2

※“一般40〜64歳”は、H28調査以前は55〜64歳が対象

出典：横浜市高齢者実態調査 調査結果報告書（令和2年3月）
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②フレイル及びオーラルフレイル

フレイルの認知度

③社会参加

就労状況

言葉も意味も知っている言葉も意味も知っている 言葉は聞いたことがあるが意味は知らない言葉は聞いたことがあるが意味は知らない 知らない知らない 無回答無回答
（％）0 20 40 60 80 100

9.29.2 6.06.0 83.783.7 1.11.1

14.014.0 11.711.7 71.871.8 2.52.5

一般 40～64歳
（n=1,806）

高齢者一般
（n=3,071）

言葉も意味も知っている言葉も意味も知っている 言葉は聞いたことがあるが意味は知らない言葉は聞いたことがあるが意味は知らない 知らない知らない 無回答無回答
（％）0 20 40 60 80 100

6.26.2 5.25.2 87.587.5 1.11.1

9.99.9 10.010.0 77.477.4 2.62.6

一般 40～64歳
（n=1,806）

高齢者一般
（n=3,071）

オーラルフレイルの認知度

（％）

調
査
数(

n)

ほ
ぼ
毎
日

仕
事
に
つ
い
て
い
る

週
に
２
～
３
日

仕
事
に
つ
い
て
い
る

月
に
数
日
仕
事
に

つ
い
て
い
る

仕
事
に
つ
い
て
い
る
が

頻
度
は
決
ま
っ
て
い
な
い

仕
事
は
し
て
い
な
い

仕
事
は
し
た
い
が

働
い
て
い
な
い

無
回
答

一般40～64歳 1,806 64.5 13.7 1.8 2.8 11.8 4.6 0.9

高齢者一般 3,071 12.3 10.0 2.9 3.6 64.7 4.9 1.5

■高齢者一般

経年比較

R1年度（2019年度） 3,071 12.3 10.0 2.9 3.6 64.7 4.9 1.5

H28年度（2016年度） 2,108 9.8 7.5 3.9 1.9 71.1 3.5 2.4

H25年度（2013年度） 2,257 9.5 6.6 4.3 3.2 74.3 2.1

年齢別比較
高齢者一般

65～69歳 816 26.0 14.3 3.9 5.0 44.4 6.0 0.4

70～74歳 854 11.4 12.8 3.9 3.7 60.4 6.3 1.5

75～79歳 754 7.0 8.6 2.3 3.4 72.8 4.2 1.6

80～84歳 436 1.8 3.2 1.1 1.6 86.2 3.2 2.8

85～89歳 177 4.0 0.0 1.1 2.3 88.1 1.1 3.4

90～94歳 26 3.8 3.8 0.0 0.0 88.5 3.8 0.0

95歳以上 3 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0

出典：横浜市高齢者実態調査 調査結果報告書（令和2年3月）
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就労している理由
（％）

調
査
数(

n)

生
活
費
を
得
る
た
め

経
済
的
に
余
裕
が
欲
し
い
か
ら

生
活
に
張
り
や
リ
ズ
ム
が
で
き
る
か
ら

社
会
の
役
に
立
て
る
か
ら

仕
事
の
都
合
で
や
め
る
こ
と
が
で
き
な
い
か
ら

健
康
に
良
い
か
ら

友
人
が
欲
し
い
か
ら

そ
の
他

無
回
答

一般40～64歳 1,494 76.0 11.2 4.7 3.4 1.1 0.4 0.0 1.3 1.9

高齢者一般 885 40.0 18.0 15.9 8.0 7.7 5.2 0.0 2.3 2.9

■高齢者一般

年齢別比較

65～69歳 402 46.0 18.9 13.7 8.2 7.0 3.0 0.0 1.2 2.0

70～74歳 271 39.9 19.9 13.7 6.6 10.3 4.4 0.0 2.6 2.6

75～79歳 161 31.7 13.7 19.9 9.9 6.2 9.9 0.0 3.1 5.6

80～84歳 34 14.7 20.6 38.2 8.8 2.9 11.8 0.0 0.0 2.9

85～89歳 13 30.8 0.0 23.1 7.7 0.0 15.4 0.0 15.4 7.7

90～94歳 2 0.0 0.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0 0.0

95歳以上 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

出典：横浜市高齢者実態調査 調査結果報告書（令和2年3月）
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親しく付き合っている親しく付き合っている 立ち話をする程度立ち話をする程度
わからないわからない 無回答無回答

あいさつをする程度あいさつをする程度 付き合いはほとんどない付き合いはほとんどない
（％）

一般 40～64歳
（n=1,806）

高齢者一般
（n=3,071）

要支援
（n=534）
未利用

（n=1,014）
0 20 40 60 80 100

8.08.0
0.60.6 0.30.3

20.320.3 18.118.152.852.8
0.30.3

2.42.421.221.2 7.67.634.034.034.534.5
0.40.4

4.94.919.119.1 11.611.633.333.3
0.70.7

5.35.318.518.5 14.114.1

30.730.7

30.430.431.031.0

近所付き合いの状況

近所付き合いがない理由
（％）

調
査
数(

n)

普
段
付
き
合
う
機
会
が
な
い
か
ら

ご
近
所
と
知
り
合
う
き
っ
か
け
が
な
い
か
ら

あ
ま
り
関
わ
り
を
も
ち
た
く
な
い
か
ら

気
の
合
う
人
が
近
く
に
い
な
い
か
ら

仕
事
や
家
事
な
ど
で
忙
し
く
時
間
が
な
い

引
っ
越
し
て
き
て
間
も
な
い
か
ら

同
世
代
の
人
が
近
く
に
い
な
い
か
ら

そ
の
他

特
に
理
由
は
な
い

わ
か
ら
な
い

無
回
答

一般40～64歳 326 69.9 37.1 19.9 8.9 35.0 9.8 4.9 2.5 3.1 0.9 0.6

高齢者一般 232 68.5 36.6 29.7 23.3 17.7 8.2 5.2 5.2 25.9 － 1.3

■年齢別

一般
40～64歳

40～44歳 67 67.2 35.8 23.9 6.0 41.8 9.0 4.5 4.5 1.5 1.5 －

45～49歳 77 74.0 26.0 10.4 5.2 33.8 9.1 2.6 2.6 2.6 2.6 1.3

50～54歳 76 73.7 43.4 19.7 7.9 32.9 10.5 5.3 2.6 5.3 － 1.3

55～59歳 58 69.0 44.8 27.6 15.5 37.9 10.3 10.3 － 1.7 － －

60～64歳 47 61.7 36.2 21.3 12.8 25.5 10.6 2.1 2.1 4.3 － －

高齢者一般

65～69歳 84 70.2 36.9 27.4 19.0 28.6 11.9 8.3 6.0 21.4 0.0 0.0

70～74歳 64 60.9 37.5 31.3 23.4 10.9 4.7 3.1 1.6 34.4 0.0 3.1

75～79歳 48 77.1 29.2 35.4 22.9 18.8 10.4 2.1 2.1 16.7 0.0 2.1

80～84歳 24 75.0 45.8 25.0 33.3 4.2 0.0 0.0 16.7 25.0 0.0 0.0

85～89歳 8 62.5 62.5 37.5 37.5 0.0 12.5 0.0 0.0 50.0 0.0 0.0

90～94歳 3 0.0 0.0 0.0 33.3 0.0 0.0 33.3 33.3 66.7 0.0 0.0

95歳以上 1 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0

出典：横浜市高齢者実態調査 調査結果報告書（令和2年3月）
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（％）

調
査
数(

n)

自
治
会
町
内
会
の
活
動・行
事

体
操
、歩
こ
う
会
、ゲ
ー
ト
ボ
ー
ル
等
の
健
康・ス
ポ
ー
ツ
活
動

環
境
美
化
、緑
化
推
進
、ま
ち
づ
く
り
等
の
活
動

サ
ロ
ン
、会
食
、茶
話
会
等
の
地
域
の
集
い
の
活
動

祭
り
な
ど
地
域
の
催
し
物
の
世
話
役
等
の
地
域
行
事

俳
句
、詩
吟
、陶
芸
等
の
趣
味
の
活
動

老
人
ク
ラ
ブ
の
活
動・行
事

交
通
安
全
、防
犯・防
災
等
の
活
動

学
習
会
、子
ど
も
会
の
活
動
、郷
土
芸
能
の
伝
承
等
の
活
動

家
事
援
助
、移
送
等
の
高
齢
者
の
支
援
活
動

保
育
の
手
伝
い
等
の
子
育
て
支
援
活
動

そ
の
他

全
く
参
加
し
て
い
な
い

無
回
答

一般40～64歳 1,806 16.9 14.3 5.4 1.8 7.5 9.0 6.1 6.8 1.5 2.7 2.0 54.8 5.9

高齢者一般 3,071 22.1 21.1 9.9 9.8 9.8 9.4 8.1 7.5 3.9 3.1 1.6 5.3 38.8 13.8

■年齢別

一般
40～64歳

40～44歳 296 16.2 12.2 3.4 1.4 8.1 5.4 6.1 11.5 1.7 3.7 0.3 57.4 4.4

45～49歳 387 18.9 15.2 4.4 1.3 10.6 8.5 8.8 11.6 0.3 2.8 1.0 54.8 5.2

50～54歳 408 14.5 13.2 4.4 0.7 6.1 7.8 4.4 3.9 1.0 2.7 2.7 59.6 4.4

55～59歳 361 17.5 10.5 7.5 2.2 4.2 8.3 4.2 3.6 2.5 1.7 2.5 58.2 6.1

60～64歳 349 18.1 19.8 7.4 3.4 8.9 14.6 7.4 4.3 2.3 2.6 2.9 44.1 9.2

高齢者一般

65～69歳 816 22.5 16.2 9.9 5.9 10.0 7.4 3.3 6.9 3.9 2.6 2.5 5.0 46.7 10.0

70～74歳 854 21.7 20.8 10.7 8.7 10.8 9.0 5.9 6.2 4.1 3.5 1.4 3.9 40.0 13.1

75～79歳 754 24.7 24.8 10.2 11.9 10.9 10.7 10.5 9.9 4.0 2.9 1.6 5.4 34.0 15.1

80～84歳 436 20.9 25.9 9.9 12.8 7.8 11.9 14.0 8.0 3.2 3.7 0.7 7.1 33.0 15.1

85～89歳 177 16.4 18.6 6.2 16.4 5.1 9.0 15.3 5.1 4.0 3.4 1.7 7.9 35.0 20.9

90～94歳 26 15.4 11.5 3.8 11.5 7.7 15.4 19.2 7.7 3.8 0.0 0.0 11.5 15.4 42.3

95歳以上 3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 33.3 0.0 0.0 66.7 0.0

地域活動への参加状況

出典：横浜市高齢者実態調査 調査結果報告書（令和2年3月）
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④健康づくりに関する情報

健康づくりの情報入手先
（％）

調
査
数(

n)

テ
レ
ビ・ラ
ジ
オ

新
聞・雑
誌・書
籍

友
人・知
人

家
族・親
族

市
や
区
の
広
報
紙
、パ
ン
フ
レ
ッ
ト
等

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

か
か
り
つ
け
医
な
ど
の
医
療
機
関

自
治
会・町
内
会

地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー（
地
域
ケ
ア
プ
ラ
ザ
）

市（
区
）役
所
の
相
談
窓
口

保
健
活
動
推
進
員・食
生
活
等
改
善
推
進
員（
ヘ
ル
ス
メ
イ
ト
）

市（
区
）社
会
福
祉
協
議
会

Ｎ
Ｐ
Ｏ（
非
営
利
）団
体
や
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
団
体

民
生
委
員・児
童
委
員

認
知
症
サ
ポ
ー
タ
ー
養
成
講
座
へ
の
参
加

そ
の
他

知
識
や
情
報
は
得
て
い
な
い

無
回
答

一般40～64歳 1,806 69.5 51.6 32.4 31.0 17.6 56.5 11.1 5.4 3.2 3.0 2.2 1.4 1.3 1.7 1.3 2.4 4.6 7.1

高齢者一般 3,071 67.5 61.0 30.0 29.9 29.5 20.5 20.2 11.5 9.4 5.0 4.9 3.9 3.2 3.2 2.9 1.6 1.8 15.9

■年齢別

一般
40～64歳

40～44歳 296 61.5 42.6 33.8 33.8 16.6 63.9 6.8 6.1 3.0 2.7 4.1 1.0 1.4 3.0 1.7 2.4 8.1 4.4

45～49歳 387 70.0 47.0 31.5 33.3 14.5 64.9 8.3 5.7 2.8 1.6 2.1 1.8 1.6 2.1 1.3 2.8 4.1 5.9

50～54歳 408 68.9 51.5 31.9 26.7 15.7 53.7 8.8 3.2 1.5 2.5 1.5 1.0 0.7 0.5 － 2.0 4.7 9.3

55～59歳 361 74.0 57.9 36.8 32.7 19.9 60.7 15.5 6.6 4.4 5.3 1.4 1.4 1.7 1.4 1.7 3.3 3.3 5.3

60～64歳 349 72.8 58.2 28.7 29.5 22.1 40.7 15.8 5.7 4.3 3.4 2.6 2.0 1.4 1.7 2.0 1.7 3.4 8.9

高齢者一般

65～69歳 816 74.0 65.1 32.1 29.5 30.6 33.7 20.7 11.4 8.8 5.8 5.3 4.4 4.0 3.4 3.1 2.5 2.0 9.9

70～74歳 854 71.4 64.8 34.2 31.7 30.3 24.1 16.6 11.7 9.7 4.6 4.9 3.7 2.9 2.6 2.9 1.3 2.2 12.9

75～79歳 754 65.0 57.8 29.3 30.9 29.8 12.9 23.5 13.1 10.2 5.3 5.3 4.2 3.3 3.3 3.1 1.9 1.5 17.2

80～84歳 436 58.7 57.1 24.3 27.5 27.8 9.4 19.7 9.6 9.2 3.9 4.8 2.8 2.5 3.4 2.8 0.2 1.1 24.3

85～89歳 177 53.7 49.2 19.2 24.3 26.0 5.6 23.2 9.6 7.9 5.6 1.7 4.5 1.7 4.0 2.3 1.7 2.3 28.8

90～94歳 26 61.5 57.7 15.4 34.6 19.2 3.8 23.1 11.5 7.7 0.0 3.8 0.0 0.0 7.7 0.0 0.0 0.0 30.8

95歳以上 3 0.0 33.3 33.3 0.0 33.3 33.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 33.3

出典：横浜市高齢者実態調査 調査結果報告書（令和2年3月）
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８ 用語解説

あ行
咽頭（いんとう）

鼻の奥から食道に至るまでの食物や空気の通り道。

永久歯の石灰化

あごの骨の中で永久歯の芽となる歯胚（しはい）にカルシウムが沈着すること。次第に硬く
なり、永久歯が作られます。

医学的根拠【エビデンス】

エビデンスは、日本語にすると「証拠」「根拠」です。あるテーマに関する試験や調査などの
研究結果から導かれた、科学的な根拠や裏付けのこと。

嚥下（えんげ）

口の中で咀嚼した食べ物を飲みこみやすい大きさに取りまとめ喉の奥へ飲みこみ、食道か
ら胃へ送り込むこと。

か行
義歯（ぎし）

入れ歯など失った歯を補う為の人工の歯。

健康寿命

健康寿命と平均寿命は異なります。平均寿命は０歳時における平均余命ですが、健康寿命
は健康上の問題で日常生活が制限されることなく生活できる期間です。

健口体操（けんこうたいそう）

口腔機能は老化により低下します。口や顔などの筋肉の運動を行うことで口腔機能の維
持・向上を図ります。「健口体操」には顔の表情も豊かにする「顔面体操」、舌の動きを滑らか
にする「舌体操」、唾液の分泌を促す「唾液腺マッサージ」などがあります。

口腔（こうくう）

口からのどまでの間の口の中の空間をいいます。歯、唇、頬、舌などから構成されています。

口腔機能（こうくうきのう）

「噛み砕く」「飲み込む」「発音」「唾液の分泌」など食べたり、話したりするための口の機能。

口腔ケア【専門的ケア・プロフェッショナルケアを含む】

口腔の内の歯、粘膜、舌などの清掃および口腔機能の維持・管理を目的とした措置の総称
です。自分自身で行うケア、介護者や看護職が要介護者に行うケア、歯科医師や歯科衛生
士などの専門家によるアドバイス、歯石の除去、口腔機能訓練などがあります。
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口腔周囲筋（こうくうしゅういきん）

あご・唇・頬・舌などの口の周りの筋肉のことを指します。

口腔習癖（こうくうしゅうへき）

日常の生活の中で無意識に行っている口腔に関連した習慣行動をいいます。 一般的には
成長期の小児において、口腔の形態的、機能的 発達に障害を及ぼすことが多いと考えられ
ています。

誤嚥性肺炎（ごえんせいはいえん）

飲み込む働きを嚥下機能、口から食道へ入るべきものが気管に入ってしまうことを誤嚥と
言います。誤嚥性肺炎は、嚥下機能障害のため唾液や食べ物、あるいは胃液などと一緒に
細菌を気道に誤って吸引することにより発症します。

根面う蝕（こんめんうしょく）

加齢などの影響で歯肉の位置が下がり、歯の根元の部分が露出したところにできるむし
歯です。歯の根元は酸に対する抵抗力が弱いので、とてもむし歯になりやすく、進行も早
いです。

さ行
歯科健康診査

歯の健康状態を総合的に確認するプログラムのこと。

歯科検診

歯の特定の病気を早期発見するために調べること。

歯間部清掃用具

歯ブラシでは磨けない歯と歯の間の清掃に用いるデンタルフロスや歯間ブラシといった補
助道具。

歯垢【プラーク】

歯に付着した細菌が繁殖したかたまり。むし歯や歯周病の原因となるため、歯みがきで
取り除くことが口腔ケアの基本となります。

歯周炎

歯周病の中で、歯を支える骨にまで腫れが広がっている、重度の炎症のことです。症状が進
行してしまうと、歯肉が腫れて骨が溶けて、やがて歯は抜けてしまいます。

歯周病

歯と歯肉の間に繁殖する細菌に感染し、歯の周りに炎症が起こる病気。






	【資料3】横浜市歯科口腔保健 令和３年度から令和４年度の取組（案）について



